
論文 / 著書情報
Article / Book Information

題目(和文) 東日本大震災における津波被災漁業集落の震災前後の漁業実態変容と
復興課題

Title(English) A STUDY ON RECONSTRUCTION OF SETTLEMENTS AFFECTED
BY THE GREAT EAST JAPAN EARTHQUAKE AND TSUNAMI FROM
THE VIEW POINT OF CHANGES IN THE FISHING INDUSTRY

著者(和文) 大垣宏介

Author(English) Kosuke Ogaki

出典(和文)  学位:博士(工学),
 学位授与機関:東京工業大学,
 報告番号:甲第12433号,
 授与年月日:2023年3月26日,
 学位の種別:課程博士,
 審査員:斎尾 直子,大佛 俊泰,塚本 由晴,真野 洋介,真田 純子

Citation(English)  Degree:Doctor (Engineering),
 Conferring organization: Tokyo Institute of Technology,
 Report number:甲第12433号,
 Conferred date:2023/3/26,
 Degree Type:Course doctor,
 Examiner:,,,,

学位種別(和文)  博士論文

Type(English)  Doctoral Thesis

Powered by T2R2 (Science Tokyo Research Repository)

http://t2r2.star.titech.ac.jp/


令和 4（2022）年度 学位論文 

 
 
 
 
 
 
 
東日本大震災における津波被災漁業集落の震災前後の漁業実態変容と復興課題 

 
A STUDY ON RECONSTRUCTION OF SETTLEMENTS  

AFFECTED BY THE GREAT EAST JAPAN EARTHQUAKE AND TSUNAMI  
FROM THE VIEW POINT OF CHANGES IN THE FISHING INDUSTRY  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東京工業大学 環境・社会理工学院建築学系建築学コース 
大垣 宏介   



 
目次 
 
論文要旨 ............................................................................................................................... 1 
第 1 章 序論 ........................................................................................................................ 3 

1-1.背景と目的 .................................................................................................................. 4 
1-2.本研究の位置付け ....................................................................................................... 6 

1-2-1.既往研究の整理 .................................................................................................... 6 
1-2-2.本研究の位置付け ................................................................................................. 8 

1-3.研究の方法 .................................................................................................................. 9 
1-3-1.研究の視点と構成 ................................................................................................. 9 
1-3-2.調査の方法 ......................................................................................................... 11 

第 2 章 被災漁業集落の住まいと漁業に関する被災・復旧状況 ....................................... 15 
2-1.本章の目的と方法 ..................................................................................................... 16 
2-2.東日本大震災における三陸沿岸部の住まいと漁業の被害状況 ................................. 17 
2-3.復興計画における漁業集落の復興整備方針 .............................................................. 18 

2-3-1.被災沿岸部の土地利用方針 ................................................................................ 18 
2-3-2.個々の漁業集落に関する職住空間整備方針 ....................................................... 20 

2-4.被災漁業集落の住まい・漁業の復旧の進捗状況 ....................................................... 22 
2-4-1.住まいに関する復興事業について ...................................................................... 22 
2-4-2.漁業に関する復興事業について ......................................................................... 28 

2-5.小括 ........................................................................................................................... 30 
第 3 章 震災前後 10 年間（2008 年-2018 年）の漁業実態の変容 .................................... 31 

3-1.本章の目的と方法 ..................................................................................................... 32 
3-2.三陸沿岸部の漁業経営体・就業者の変化 .................................................................. 34 
3-3.漁業地区ごとの漁業実態変容 ................................................................................... 43 
3-4.小括 ........................................................................................................................... 49 

第 4 章 職住分離「通い漁業」の発生による集落復興への影響 ....................................... 50 
4-1.本章の目的と方法 ..................................................................................................... 51 
4-2.震災後の通い漁業への移行の背景 ............................................................................ 53 
4-3.仮設住宅からの通い漁業の従事実態と課題 .............................................................. 57 

4-3-1.対象地域の概要 .................................................................................................. 57 
4-3-2.遠距離通い漁業の従事負担の実態 ...................................................................... 58 
4-3-3.市街地への漁家の流出 ....................................................................................... 62 
4-3-4.集落住民の流出による陸上加工作業者の不足 .................................................... 68 
4-3-5.家族経営から組織経営への移行による通い漁業の継続 ..................................... 72 



4-4.恒久住宅再建後の漁業従事実態 ................................................................................ 78 
4-4-1.対象地域の概要 .................................................................................................. 78 
4-4-2.雄勝半島における恒久住宅への移行 .................................................................. 78 
4-4-3.集落住民の回帰状況 ........................................................................................... 80 
4-4-4.震災以前の漁業実態による漁業継続状況の違い ................................................ 80 
4-4-5.専業漁家を中心とした半島への回帰 .................................................................. 81 

4-5.小括 ........................................................................................................................... 83 
第 5 章 結論 ...................................................................................................................... 84 

5-1.各章の結論 ................................................................................................................ 85 
5-2.総合的な考察 ............................................................................................................ 88 
5-3 研究の今後の展望 ..................................................................................................... 90 

参照文献 ............................................................................................................................. 93 
 
  



1 
 

論文要旨 
 
本論文は、「東日本大震災における津波被災漁業集落の震災前後の漁業実態変容と復興課

題」と題し、以下の 5 章から構成されている。 
第 1 章「序論」では、研究の背景と目的、研究の方法、調査方法について述べている。

研究の背景としては、2011 年に発災した東日本大震災から 2022 年時点で 11 年が経過し、

津波被災漁業集落における住まいや漁業に関するハード面での復興事業は完了しつつある

ものの、過疎高齢化や漁業経営の悪化といった震災以前から抱える課題は解決に至ってお

らず、住民の暮らし方が安定し定住の形を整えるという意味での復興は今後も継続してい

くことを述べている。このような背景を基に本研究では、岩手・宮城県の沿岸部、津波被災

集落が立地する全 27 市町村を対象とし、震災が集落実態・漁業実態に与えた影響について

広域・相対的な分析を行ない、漁業・住まいに関する復興の実態と課題を明らかにし、今後

も継続していく集落復興の一助となる知見の抽出をおこなうという目的について述べてい

る。 
 
第 2 章「被災漁業集落の住まいと漁業に関する被災・復旧状況」では、三陸沿岸部の被

災漁業集落の住まいや漁業に関する被災状況、各市町村の震災復興計画における漁業集落

の復興方針、発災から 11 年が経過した時点での復旧状況の分析を行なっている。被災状況

については、震災後、各県・各市町村より公表されている統計資料を元に文献調査を行ない、

東日本大震災による集落における住まいと漁業に関する被害が、過去の津波災害と比較し

ても類をみない規模であったことを明らかにしている。また、漁業集落に関する復興計画に

おいて、浸水低地部での再居住の禁止、集落の高台移転が方針として掲げられ、その後の復

興事業が進められたことを整理し、発災から 11 年が経過した時点での復興事業の完了状

況と対象地域の住まいと漁業の復旧状況の実態を明らかにしている。結果として、漁港や漁

船といった漁業に関するハード面での復旧は比較的早期に完了しているものの、被災者の

恒久住宅の再建は 10 年以上に及ぶ長期的な事業となったこと等、沿岸部全体での住民流

出の実態と課題を述べている。 
 
第 3 章「震災前後 10 年間(2008-2018 年)の漁業実態の変容」では、対象地域の震災前

後の漁業実態の分析を行なっている。漁業が主産業である三陸沿岸部の被災集落の復興に

ついて考える上で、漁業就業者の年齢層や漁業経営状況といった、集落の漁業実態は、漁業

の持続性、集落実態にも関わる重要な要素であると捉えられるとして、農林水産省漁業セン

サスにおける漁業経営体や漁業就業者といった漁業基盤に関する指標の震災前後の変容を

明らかにしている。結果として、三陸沿岸部では、震災直後、漁業経営体や漁業就業者が大

きく減少したものの、2013 年以降、漁業経営状況について回復傾向がみられることや、就

業者の主力の高齢化は震災の前後 10 年間において、より一層加速したこと等の課題、ま
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た、各集落の震災以前の漁業状況の違いが、震災後の漁業の継続、あるいは、廃業の状況に

関与していること等を述べている。 
 
第 4 章「職住分離『通い漁業』の発生による集落復興への影響」では、震災後、三陸沿

岸部の被災集落で起こった職住分離とそれに伴う漁業従事形態の変化が、漁業復興・集落復

興に及ぼした影響について分析を行なっている。震災以前、三陸沿岸の漁業集落では、漁船

の管理や、繁忙期の従事のしやすさから、漁港の至近に漁家が建ち並び、徒歩で漁港へと向

かう職住一体の漁業が営まれてきたが、震災後、復興事業による集落の高台移転や、漁業権

の保有に関する漁家の居住・操業地域の要件により、多くの地域では漁港から離れた場所に

住む職住分離での新たな漁業従事が発生したことを明らかにしている。本章では、職住分離

での通勤型の漁業従事形態を『通い漁業』と定義し、その従事実態と課題を、震災後、集落

外の仮設住宅等から通い漁業が行なわれていた複数の地域を対象とし、各自治体・漁業協同

組合・漁業従事者へのヒアリング調査、現地参与観察調査、漁業センサスを用いたデータ分

析から明らかにしている。結果として、職住分離の従事負担と地域としての漁業存続の関係

性、漁業従事者以外の集落住民の流出と繁忙期の担い手不足の問題等を抽出している。また、

恒久住宅の整備完了後に職住分離状況が解消し、漁家が集落に回帰している場合であって

も、集落住民の大幅な減少により就業・就学といった生活上の利便性が低下し、漁業従事者

以外の家族が市街地に移住する世帯分離が発生している等、復興と集落存続の課題を述べ

ている。 
 
第 5 章「結論」では、各章で得られた結果をまとめ、本論文で得られた知見を総括して

いる。 
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1-1.背景と目的 

 
2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災から 11 年が経過し、2022 年 9 月時点で、津

波による住宅被害が特に甚大であった三陸沿岸部においても注 1、被災者の住宅再建が進み、

仮設から恒久住宅への住まいの移行は終わりを迎えつつある。岩手・宮城県において、最大

時には 84,000 人以上が入居していたプレハブ仮設住宅は全て解消され [1] [2]、津波被災漁業

集落の高台を新たな住宅再建の場として造成する防災集団移転促進事業(以下「防集事業」)
は全 274 地区にて造成工事が完了している [3]。このように、漁業集落のハード面での復興

事業は完了した状況にあるが、住まいや漁業に関する課題は多く残されたままである。 
震災後、各自治体で策定された復興計画では、三陸沿岸の多くの漁業集落が震災以前か

ら抱えていた、過疎高齢化、漁業経営の悪化といった、地域の課題解決も目標として掲げ

られ、復旧にとどまらない復興を目指す姿勢が示されていた注 2。 
しかし、被災沿岸部においては、防集事業等、住まいの再建に関する復興事業が長期化

する中で、住宅再建を急ぐ住民や生活上の利便性を求める住民が多数、市街部にて恒久住

宅を再建、流出してしまった漁業集落もみられる注 3。  
また、漁業再建においても、震災によって、漁港や漁船といった漁業基盤が大きな被害

を受ける中、被災した漁家の居住地の移転に伴う、漁業従事形態の変化といった新たな課

題とも向き合わなければならなかった。震災以前、三陸沿岸の漁業集落では、漁船の管理

や繁忙期の従事のしやすさ等から、漁港の至近に漁家が建ち並び、職住一体の生業として

漁業が行なわれていた注 4。しかし、震災後、被災漁家の内陸の仮設住宅への入居や集落の

高台移転により、漁港から離れたところに住み、車で通う、職住分離での漁業従事を強い

られる集落が多数存在した。職住分離での漁業従事は、従事負担が大きく、多数の漁家が

漁業継続を断念し、廃業してしまった集落では、今後の地域の漁業存続が危ぶまれる状況

となっていた。 

 
注1 東日本大震災においては、全国の全壊住家数(122,006 棟)の内、岩手・宮城県が 84.0%(102,513 棟)を
占めている [51]。 
注2 例として、宮城県が震災後策定した復興計画 [60]をみると、基本理念として、「被災地の『復旧』にと

どまらず、これからの県民生活のあり方を見据えて、県の農林水産業・商工業のあり方や、公共施設・防

災施設の整備・配置などを抜本的に『再構築』することにより、最適な基盤づくりを図ります。」「災害か

らの復興を図っていく中で、人口の減少、少子高齢化、環境保全、自然との共生、安全・安心な地域社会

づくりなど、現代社会や地域を取り巻く諸課題を解決する先進的な地域づくりを目指します。」と記述さ

れている。 
注3 三橋による岩手県釜石市箱崎地区における防集事業に関する継続的な調査研究 [10]において、被災住

民の就業や生活上のニーズが多様な中で、画一的な集落移転計画の策定を進めたため、かえって住民の合

意形成に時間がかかり、事業が長期化し、住宅再建を急ぐ多くの住民が、集落外に流出してしまった経緯

が明らかにされている。 
注4 山口 [13]は、三陸沿岸では、古くから漁港の周りに漁家が建ち並び、漁師は歩いて漁港へ通う、職住

一体の漁業が行なわれており、それ故、過去の津波災害においても大きな被害が生じていたことを報告し

ている。 
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このように震災から 11 年が経過し、ハード面での整備は完了したものの、津波被災後

に変化を余儀なくされた漁業従事形態や住民の暮らし方が安定し、定住の形を整えてい

く、という意味での復興はこれから先も継続していくと捉えられる。 
 本研究では、三陸沿岸部の漁業集落の被災・復旧状況を整理しつつ、震災が集落実態・

漁業実態に与えた影響を分析し、漁業・住まいに関する復興の実態と課題を明らかにし、

今後も継続していく集落復興の一助となる知見を抽出することを目的とする。 
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1-2.本研究の位置付け 

 
1-2-1.既往研究の整理 

 
本研究では、建築計画学の観点から、三陸沿岸の被災漁業集落の住まいや漁業といった

集落実態の震災前後の変化について考察を行なう。東日本大震災以降、被災漁業集落の復

興に関する様々な研究が行なわれており、本研究に関連する既往研究を抽出、分野別に整

理し、既に得られている知見、本研究において求められる視点を明らかにしていく。 
 

＜1.東日本大震災における漁業集落の復興手法に関して＞ 
 東日本大震災においては、津波による被害が沿岸部の広範囲に及んだことが特徴であ

る。そのため、その復興手法についても様々な議論・考察が行なわれてきた。 
富田 [4]は、震災直後、三陸沿岸部の漁業集落における、地形・産業・歴史・文化等の多

様性を述べ、広範囲に被害が生じた東日本大震災後の沿岸部の復興を考える上で、「漁

業・漁村が一様でないという視点」、「地域の全体最適を見通した上で、個々を尊重する態

度」を持つことの重要性を説いている。更に富田 [5]は、発災 3 年目における複数集落の復

興の進捗状況を分析し、各集落の地域特性を考慮しない画一的な復興が進められているこ

とに対して警鐘を鳴らしている。 
同様の指摘は、過去の震災に関する研究においても、なされてきた。山崎 [6]は、阪神淡

路大震災での復興事例を取り上げ、区画整理事業といった都市部における面的な災害復興

手法は、狭い地域においても濃密かつ多様なコミュニティをもつ農山漁村部の復興には適

さないことを明らかにしている。 
 各研究において共通して指摘されているのは、漁業集落部の災害復興について考える上

で、集落それぞれの多様性を十分に理解し、尊重することの重要性である。本研究におい

ても、漁業集落の復興について、個々の集落にとどまらず、広域・相対的に分析・考察を

行なうことを方針の一つとする。 
 
＜2.個々の漁業集落の住宅再建・防災集団移転促進事業に関して＞ 
 東日本大震災以後、多くの研究者が実際に個々の漁業集落の復興に携わりながら、被災

者の居住地再建に関する研究を行なってきた。 
重村 [7]、三笠 [8]は、岩手県大船渡市三陸町内の漁業集落の居住地再建を対象とした研究

において、各集落の震災以前の生活様式、住宅の間取り等を取り入れた、集落に適した仮

設住宅、恒久住宅の建設の重要性を説いている。三橋は岩手県釜石市箱崎町箱崎地区にお

ける防災集団移転促進事業に関する継続的な調査研究 [9] [10]において、事業計画の立案か

ら恒久住宅再建に至るまでの過程を記録している。その中で、復興事業が長期化し、多数

の集落住民が集落外へと流出してしまった要因として、復興事業計画用地の設定・用地買
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収の困難さ、被災住民の就業・生活に関する多様なニーズをまとめる難しさ、を挙げてい

る。また、山中 [11]は、宮城県石巻市雄勝半島内の漁業集落の住民を対象としたヒアリング

調査・アンケート調査を通じて、仮設から恒久住宅への住まいの移行が進みつつあった

2017 年時点における各集落の住民の高台への回帰状況は、集落の被災状況や、元々の集落

と、住民が入居した仮設住宅団地との距離等によって差があることを明らかにしている。

また、漁業を営む世帯の方が、それ以外の世帯と比べて、集落の高台への帰還見込みが高

いことを述べている。 
 このように、個々の漁業集落における事例研究は多く行なわれ、被災から恒久住宅整備

に至る住宅再建の過程や、集落への住民の回帰状況に関する知見は少しずつ得られてい

る。 
しかし、それらと、地域の漁業実態の変化を重ねた分析は十分には行なわれていない。

震災により、地域の漁業就業者数や経営体の販売金額がどの程度減少してしまったのか。

地域の主産業である漁業の実態について、震災前後の変化を分析することは、今後の集落

の存続について考える上で重要である。更に、各集落が震災以前から抱えていた、過疎高

齢化や漁家の後継者不足といった課題が、震災以後も継続していることを踏まえ、震災以

前の集落実態、漁業実態も含めた長期的な視点での考察を行なうことも重要である。 
 

＜3.過去の三陸沿岸の津波災害後の集落移転について＞ 
 東日本大震災では、津波によって、沿岸低地部が壊滅的な被害を受け、将来の津波災害

に備えた集落の高台移転が行なわれている。しかし、三陸沿岸では、過去においても、同

程度の津波に襲われ(表 1-1)、その後、集落の高所移転が試みられてきた。 
内務大臣官房都市計画課 [12]は、三陸沿岸において、明治三陸地震(1896 年)、昭和三陸

地震(1933 年)の後、高所移転が行なわれた漁業集落について、集落移転状況、及びその後

の住民の生活状況等をまとめている。各集落についてみると、過去の津波災害後、集落の

高台移転を行なったものの、その後徐々に住民が元々居住していた低地へと回帰していく

事例が多数みられる。山口 [13]は、その要因を、漁業従事の利便性を求めての漁家の低地

回帰、津波災害後の集落への新たな移住者の低地居住、にあると述べている。一方、沼

野、菊池 [14]は、特定の地域においては、昭和三陸津波後、高台移転を行ない、東日本大

震災発生時においても高所居住を維持していたことを明らかにしているが、経済的に余裕

のある漁家に限られる等、地域全体の高所居住維持の難しさも述べている。職住一体の生

業である漁業の従事のしやすさと、津波災害からの集落の安全性を両立する、沿岸部の居

住地確保の難しさが伺える。 
 明治・昭和三陸津波以後の時代において、漁業は成長産業であったが、現在においては

衰退産業であり、社会情勢は異なる。東日本大震災以後においても集落高台移転による職

住分離が漁業集落に与える影響を分析し、今後の漁業集落の低地回帰の可能性や職住分離

での漁業従事の持続性について考察する必要がある。 
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1-2-2.本研究の位置付け 

  
前述の内容より、本研究では、既往研究にて得られている知見を踏まえつつ、東日本大

震災の津波被災漁業集落を対象とし、地域の主産業である漁業の実態を含めた集落実態に

ついて、その震災前後の変化に着目し、広域・相対的に調査・分析を行なうことを独自の

手法とする。 
 

 
  

表 1-1.三陸沿岸部の津波災害の歴史 

（参考文献 [67]より抜粋して作成 ただし、2011 年 東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）については、参考文献 [65]を参照） 

発生年 地震名
869年 貞観地震 死者　 約1,000人 全半壊 /

1611年 慶長三陸地震 死者　 約5,000人 全半壊 /
1896年 明治三陸地震 死者　 21,959人 流出・全半壊 約10,000戸
1896年 陸羽地震 死者　 209人 全壊 約5,800戸
1933年 昭和三陸地震 死者・行方不明者 3,064人 流出・倒壊・浸水 9,869戸
1960年 チリ地震津波 死者・行方不明者 142人 全半壊 約3,500戸
1978年 宮城県沖地震 死者 28人 全半壊 約6,757戸
2011年 東北地方太平洋沖地震 死者・行方不明者 20,960人 全半壊 394,487戸

人的被害 建物被害

「 / 」は不明を表す。
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1-3.研究の方法 

 
1-3-1.研究の視点と構成 

 
＜研究の視点＞ 
前述の内容より、本研究では、東日本大震災の津波被災漁業集落を対象とし、 

・一集落にとどまらず、三陸沿岸部全体を俯瞰する広域的な視点 
・震災以前,直後,10 年後と継続して分析を行なう長期的な視点 
・震災以前,以後の変化に着目して分析する相対的な視点 
に基づき、 

・三陸沿岸部全体の住まいや漁業に関する被災、復旧状況（2 章） 
・震災前後の漁業実態の変化（3 章） 
・震災前後の従事形態といった集落実態の変化（4 章） 
について、考察を行なう。 
 
＜研究の構成＞ 
具体的には、まず、東日本大震災における沿岸部の住まいや漁業に関する被災状況を把

握する。更に、震災後策定された復興計画における復興方針、及び復興事業の進捗を分析

し、被災漁業集落の住まいや漁業の復興状況を明らかにする。（2 章） 
また、漁業集落復興を考える上で、地域の主産業である漁業の実態も重要な要素である

と捉え、対象地域の震災前後の漁業実態の変化を分析し、震災による対象地域の漁業基盤

への影響を明らかにする。（3 章） 
 更に、東日本大震災以後の漁業集落の住まいや生業に関する大きな変化の一つである、職

住一体から職住分離への漁業従事の移行について考察する。被災漁家の内陸の仮設住宅へ

の入居や、集落の高台移転による職住分離が、漁業従事、更には集落の復興に与えた影響に

ついて考察する。（4 章） 
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＜対象＞ 
本研究では、岩手・宮城県内の被災集落が立地する沿岸全 27 市町村、及びそこに含まれ

る 96 漁業地区・407 漁業集落注 5を研究対象とする。なお、福島県については福島第一原発

事故による影響から漁業の再開が大きく遅れたことを考慮し、研究対象範囲から除く。今回

研究対象とした岩手・宮城県内の市町村、及び各市町村内の漁業地区数、漁業集落数を図 1-
1 に示す。 

  

 
注5 本研究においては、被災沿岸部に位置する漁業地区・集落を分析対象とし、河川沿い等、内陸に位置

する漁業地区・集落については分析対象外とした。 

図 1-1.研究対象範囲 

（漁業地区数、及び漁業集落数は、参考文献 [46]を参照） 
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1-3-2.調査の方法 

 
各章においては、以下のように調査を行なう。 

 
（2 章） 
東日本大震災が、対象地域の住まいや漁業にどの程度被害を与え、発災から 11 年が経過

した現在において、どの程度復旧したのかを明らかにするため、行政より公表されている統

計資料等を対象に文献調査を行なう。 
【調査 2-①】被災状況を明らかにするため、震災後、自治体より公表されている震災に関

する統計資料 [15] [16]等を対象に文献調査を行なう。 
【調査 2-②】震災後の漁業集落の住まいや漁業に関する復興方針を明らかにするため、各

県市町村において策定された復興計画[17]~[43],[59][60]を対象に文献調査を行う。 [17] [18] [19] [20] [21] [22] [23] [24] [25] [26] [27] [28] [29] [30] [31] [32] [33] [34] [35] [36] [37] [38] [39] [40] [41] [42] [43] 

【調査 2-③】復興計画を元に進められた復興事業の進捗・完了状況を把握し、対象地域の復

旧状況を明らかにするため、震災後自治体より公表されている復興に関する統計資料 [15] [16]

等を対象に文献調査を行なう。 
 
（3 章） 
三陸沿岸部の漁業集落復興を考える上で、主産業である漁業の実態も重要な要素である

と捉え、対象地域の震災前後の漁業実態の変化を分析し、震災が対象地域の漁業基盤に与え

た影響を明らかにする。 
【調査 3】岩手・宮城県の被災沿岸部に立地する全 27 市町村・96 漁業地区・407 漁業集落

を対象に、農林水産省によって 5 年に 1 度行われる漁業に関する全戸調査、漁業センサス

2008 [44],2013 [45],2018 [46]の統計データを元に、漁業経営体数や漁業就業者数といった漁業

基盤に関する 6 指標の変化を分析し、今後の漁業の持続性等を考察する。漁業センサスに

ついては、震災を前後するセンサス 2008,2013,2018 を対象とした。なお、震災以前の漁業

センサスについては、2003 から 2008 において、調査項目の定義の変更が多数みられるた

め、2008 以降を分析対象とした。 
 
（4 章） 
東日本大震災以降、被災漁家の内陸の仮設住宅への入居や、集落の高台移転によって進ん

だ漁業集落における職住分離が、漁業従事、更には集落の復興に与えた影響を明らかにする

ため、文献調査・現地参与観察・ヒアリング調査を行なった。 
【調査 4-①】震災後、被災漁業集落において職住分離での漁業従事、（「通い漁業」と定義）

が行なわれることとなった背景を明らかにするため、漁業権保有における漁家の居住・操業

地域に関する震災特例措置 [47] [48] [49]の内容を把握する。 
【調査 4-②, 4-③】仮設住宅からの通い漁業の従事実態・生活形態を明らかにするために、
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震災以前の漁業実態や中心市街地との距離が異なる 3 地域・5 漁業集落を対象に現地参与観

察調査、ヒアリング調査を行なった。現地参与観察調査については、震災後、内陸の仮設住

宅から遠距離の通い漁業が行なわれていた集落にて、漁業従事者とともに漁業に従事しな

がら、その課題について考察した。ヒアリング調査については、対象漁業集落が含まれる自

治体の水産課、及び漁業協同組合、漁業従事者を対象に行なった。 
【調査 4-④, 4-⑤】職住分離での漁業従事が集落復興に与えた影響を明らかにするため、震

災後、仮設住宅からの遠距離での通い漁業が行なわれていた宮城県石巻市雄勝半島内の漁

業集落について、石巻市防災集団移転促進事業計画書 [50]を対象とした文献調査や、農林水

産省漁業センサス [44] [45] [46]における漁業基盤に関する指標を対象としたデータ分析を行な

い、恒久住宅再建後の集落住民の回帰状況や震災前後の漁業実態の変容について考察した。 
 
本研究の構成、方法を表 1-2, 表 1-3 に示す。 

  

表 1-2.章構成 

第1章 序論
1-1. 背景と目的
1-2. 本研究の位置付け
1-3. 研究の方法

第2章 被災漁業集落の住まいと漁業に関する被災・復旧状況
2-1. 本章の目的と方法
2-2. 東日本大震災における三陸沿岸部の住まいと漁業の被害状況
2-3. 復興計画における漁業集落の復興整備方針
2-4. 被災漁業集落の住まい・漁業の復旧の進捗状況
2-5. 小括

第3章 震災前後10年間（2008年-2018年）の漁業実態の変容
3-1. 本章の目的と方法
3-2. 三陸沿岸部の漁業経営体・就業者の変化
3-3. 漁業地区ごとの漁業実態変容
3-4. 小括

第4章 職住分離「通い漁業」の発生による集落復興への影響
4-1. 本章の目的と方法
4-2. 震災後の通い漁業への移行の背景
4-3. 仮設住宅からの通い漁業の従事実態と課題
4-4. 恒久住宅再建後の漁業従事形態
4-5. 小括

第5章 結論

【調査3】

【調査2-①】【調査2-②】【調査2-③】

【調査4-①】【調査4-②】【調査4-③】【調査4-④】【調査4-⑤】
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表 1-3.調査方法 

方法 文献調査 対象 岩手・宮城県内 被災沿岸部
資料
内容

方法 文献調査 対象 岩手・宮城県内 被災沿岸部
資料
内容

方法 文献調査 対象 岩手・宮城県内 被災沿岸部
資料
内容

方法 統計データ分析 対象 岩手・宮城県内 全96漁業地区
資料
内容

【調査2-①】　住まいや漁業の被災状況について

【調査2-②】　被災集落の復興整備方針について

【調査2-③】　住まいや漁業の復旧・再建状況について

【調査3】　震災前後の漁業実態の変化について

農林水産省 漁業センサス2008,2013,2018[44]~[46]

震災前後の漁業経営体・就業者に関する指標の変化

各県、各市町村より公表されている震災に関する統計資料等[15][16][51][52]

被災沿岸部の住居や水産業に関する被害状況

各県、各市町村の震災復興計画[17]~[43][59][60]

住まいや漁業に関する復興基本方針、被災沿岸部の土地利用計画

各県、各市町村より公表されている震災に関する統計資料[1][2][15][16][54]~[60]

被災沿岸部における住まいや漁業に関する復興事業の進捗・完了状況
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表 1-3.調査方法（つづき） 

方法 文献調査 対象 被災沿岸地域
資料
内容

方法
対象
内容

方法 ヒアリング調査 対象 岩手・宮城県内 被災市町村
対象
対象
内容

方法 文献調査 対象 宮城県石巻市雄勝半島
資料
内容

方法 統計データ分析 対象 宮城県石巻市雄勝半島
資料
内容

【調査4-①】　「通い漁業」発生の要因について

農林水産省から各県への、漁業権取り扱いに関する通知[47][48][49]

漁業権保有における居住・操業地域に関する震災特例措置

【調査4-②】　仮設住宅からの通い漁業従事について

宮城県石巻市雄勝半島（2013.11  2015.6）,石巻市牡鹿半島（2014.4）
現地参与観察調査

通い漁業の従事実態、生活形態、及び課題

3.岩手県綾里漁協（2015.12）　　 4.宮城県石巻市C集落漁師（2015.12）

【調査4-⑤】　恒久住宅再建後の漁業集落実態について

農林水産省 漁業センサス2008,2013,2018[44]~[46]

恒久住宅再建後の半島内の漁業実態

【調査4-③】　仮設住宅からの通い漁業従事について

1.宮城県石巻市水産課（2015.7）　2.岩手県大船渡市水産課（2015.12）

通い漁業の従事実態、生活形態、及び課題

【調査4-④】　恒久住宅再建後の漁業集落実態について

石巻市防災集団移転促進事業計画書[50]

恒久住宅の再建状況、集落住民の回帰状況
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第 2 章 被災漁業集落の住まいと漁業に関する被災・復旧状況 
 
  



16 
 

2-1.本章の目的と方法 

 
本章においては、三陸沿岸部の被災漁業集落の住まいや漁業に関する被災状況、発災から

11 年が経過した現在までの復旧状況を明らかにし、集落復興に関する基礎的資料とすると

ともに、その課題を考察する。 
被災状況については、震災後、各県・各市町村により公表されている震災に関する統計資

料等を元に、住まいや漁業の被害状況について文献調査を行ない、その被害の大きさを明ら

かにする。また、震災後、岩手・宮城県内の被災漁業集落が立地する沿岸全 27 市町村が策

定した復興計画（2011 年 7 月～2011 年 12 月）を対象に文献調査を行ない、漁業集落の復

興整備方針、土地利用方針を整理する。更に、被災漁業集落の住まいや漁業に関する復旧・

再建状況を明らかにするため、復興計画を元に進められた復興事業の進捗・完了状況（2022
年 9 月時点）を把握する（表 2-1）。 
  

表 2-1.調査方法 

 

方法 文献調査 対象 岩手・宮城県内 被災沿岸部
資料
内容

方法 文献調査 対象 岩手・宮城県内 被災沿岸部
資料
内容

方法 文献調査 対象 岩手・宮城県内 被災沿岸部
資料
内容

 

【調査2-①】　住まいや漁業の被災状況について

【調査2-②】　被災集落の復興整備方針について

【調査2-③】　住まいや漁業の復旧・再建状況について

　

 

各県、各市町村より公表されている震災に関する統計資料等[15][16][51][52]

被災沿岸部の住居や水産業に関する被害状況

各県、各市町村の震災復興計画[17]~[43][59][60]

住まいや漁業に関する復興基本方針、被災沿岸部の土地利用計画

各県、各市町村より公表されている震災に関する統計資料[1][2][15][16][54]~[60]

被災沿岸部における住まいや漁業に関する復興事業の進捗・完了状況
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2-2.東日本大震災における三陸沿岸部の住まいと漁業の被害状況 

 
まず、全国での被災状況をみていく(表 2-2)。東日本大震災においては、青森県から千葉

県の太平洋沿岸に押し寄せた津波により、甚大な被害が生じ、死者・行方不明者は、震災関

連死を含め22,312名にのぼっている [51]。住まいや漁業に関する被災状況をみると、405,166
棟の住家が全壊もしくは半壊となり、319 漁港、28,612 隻の漁船が被害を受けた [52]。三陸

沿岸の過去の津波災害と比較すると(表 1-1)、その被害の大きさが分かる。 
 本研究の分析対象地域である岩手・宮城県の被災状況をみる。人的被害については、両県

で合わせて死者・行方不明者 18,038 人となっている。また、全半壊住家数は 264,214 棟と

なっており、全国の全半壊住家数の 65.2%を占める。震災による津波被害は太平洋沿岸の広

範囲にわたったが、三陸沿岸部が被害の中心となっていたことが分かる。 
漁業に関する被害をみると、岩手県内 108 港(111 港中)、宮城県内全 142 港が津波によっ

て被災している。また漁船については、岩手県において、13,271 隻（14,501 隻中）、宮城県

において 12,029 隻（13,776 隻中）が被害を受けている注 6。両県においては、震災時の漁船

数の 89.5%が被害を受けたことになり、津波によって三陸沿岸部の水産業は壊滅的な被害

を受けたことが分かる。 
  
  

 
注6 被災漁船数については、平成 23 年度水産白書 [52]によるもので、実際の稼働漁船数ではなく、漁船統計表に登録

されている総漁船数となっている。 

表 2-2.被害状況（全国・岩手県・宮城県） 

 

表 1-1.三陸沿岸部の津波災害の歴史（再掲） 

(人的・住家被害については参考文献 [51]、漁業被害については参考文献 [52]を参照） 

発生年 地震名
869年 貞観地震 死者　 約1,000人 全半壊 /

1611年 慶長三陸地震 死者　 約5,000人 全半壊 /
1896年 明治三陸地震 死者　 21,959人 流出・全半壊 約10,000戸
1896年 陸羽地震 死者　 209人 全壊 約5,800戸
1933年 昭和三陸地震 死者・行方不明者 3,064人 流出・倒壊・浸水 9,869戸
1960年 チリ地震津波 死者・行方不明者 142人 全半壊 約3,500戸
1978年 宮城県沖地震 死者 28人 全半壊 約6,757戸
2011年 東北地方太平洋沖地震 死者・行方不明者 20,960人 全半壊 394,487戸

人的被害 建物被害

「 / 」は不明を表す。

死者 行方不明者 全壊 半壊 漁港（港） 漁船（隻）
全国 19,759 2,553 122,006 283,160 319 28,612
岩手県 5,145 1,110 19,508 6,571 108 13,271
宮城県 10,568 1,215 83,005 155,130 142 12,029

人的被害（人） 住家被害（棟） 漁業被害
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2-3.復興計画における漁業集落の復興整備方針 

 
2-3-1.被災沿岸部の土地利用方針 

 
震災後、岩手・宮城県の被災沿岸部の各市町村は、2011 年 7 月～12 月にかけて、まちづ

くりの総合計画として復興計画を策定し、住まいや漁業に関する復興方針を決定している。

復興計画においては、被災沿岸部における居住や産業に関する土地利用方針を定め、それに

基づき、復興事業が進められていくこととなった。土地利用方針については、多くの市町村

が、市町村域を、市街地部分と漁業集落部分に分け、それぞれについて土地利用方針を設定

している。 
漁業集落部分の住民の居住地域に関する方針をみていく。震災以前、三陸沿岸の多くの漁

業集落では、漁港のまわりに広がる低地部に漁家が建ち並び、漁師は徒歩で漁港へと向かう

職住一体の生業として漁業が営まれ、それ故、津波によって甚大な被害が生じることとなっ

た。図 2-1,図 2-2 はどちらも宮城県気仙沼市唐桑半島にある鮪立集落を同地点から撮影し

たものであり、震災以前漁港を囲むように立地していた家屋が津波によって壊滅してしま

った様子が分かる。 
各市町村は、過去の三陸沿岸での津波災害後、時間の経過とともに、集落住民の居住地域

が低地へと回帰してしまったことへの反省から、東日本大震災以後の復興土地利用方針と

して、津波浸水域(沿岸低地部)での居住の禁止、集落の居住地の高台移転の徹底を掲げてい

る。 
 具体的な事例として、宮城県石巻市の復興計画をみる。石巻市は 2011 年 12 月に策定し

た「石巻市震災復興基本計画」 [39]において、「沿岸・半島部などの漁業集落においても、数

十年から百数十年に１回程度発生すると想定される津波に対する海岸防潮堤の整備を推進

し、今後想定される最大級の津波に対しては、防災集団移転促進事業により、安全な高台や

内陸部を居住等の場とする土地利用を推進します。」と述べ、集落の高台移転、更には防潮

堤整備を行なうことで、集落住民の安全を図り、将来の大津波による被害を抑える、として

いる注 7。 
 防災集団移転促進事業とは、「被災地域において住民の居住に適当でない区域にある住 
居の集団的移転を行うための事業」 [53]である。各市町村は津波浸水域を災害危険区域とし

て指定し、一切の居住を禁止するとともに、事業を活用して、居住地の高台移転を進めてい

くこととなった。 
 一方、再居住が禁止されることとなった沿岸低地部については、商業や水産業等に関連す

る施設の立地のみ認められることとなった。石巻市は復興計画にて、「移転に伴う跡地につ

 
注7 防潮堤の建設に関しては、その後、高さに関する様々な議論が行なわれることになるが、復興計画策定時において

は、数十年から百十数年に 1 度発生が予想される高さ（通称、Ｌ１）の津波を防ぐことを目標とし、各集落の地形等を

踏まえ、最大約 15m と設定された。防潮堤のみでは、東日本大震災級（通称、Ｌ２）の津波は防ぐことが出来ないた

め、集落の高台移転も合わせて行ない、将来の津波災害に備えることとなった。 
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いては、漁港の復旧と同時に、漁業の復興を図る環境整備を図るとともに、観光振興や農業

振興、また、新たな産業を創出する場としての土地利用を推進します。」と述べ、具体的に

は、番屋等の水産加工施設や漁船・漁具の保管庫といった水産業関連施設の立地を想定して

いる。 
 以上より、被災漁業集落に関する復興計画において、低地部での再居住の禁止、居住地の

高台移転が方針として掲げられ、防災集団移転促進事業等の復興事業が進められていった

ことが分かる。 
 

  図 2-1.気仙沼市唐桑半島鮪立集落（2003 年） 

図 2-2.気仙沼市唐桑半島鮪立集落（2011年 3月 12 日） 

（図 2-1,2-2 は共に参考文献 [66]より引用） 
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2-3-2.個々の漁業集落に関する職住空間整備方針 

  
岩手・宮城県内の被災市町村は、復興計画において、市町村域を市街地部分と漁業集落部

分に分け、それぞれについて土地利用方針を設定している。市街地部分については、居住地

域、産業地域といったゾーニングを含む比較的詳細な土地利用方針を設けている一方で、漁

業集落部分については、低地居住の禁止・高台移転方針の掲示はあるものの、個々の漁業集

落の土地利用方針は設けていない市町村もみられる。 
 事例として、宮城県女川町の復興計画 [27]をみる。町内に 21 漁業集落を抱える女川町は、

「女川町復興計画」（2011 年 9 月策定）において、土地利用方針を、「町中心部」と「離半

島部」に分けて設定している。「町中心部」は、震災以前からの中心市街地部分、「離半島部」

は漁業集落部分を示す。 
それぞれの土地利用方針図をみる(図 2-3,2-4)。町中心部については、「高台市街地開発ゾ

ーン」「水産加工ゾーン」といった、居住地域や水産業に関わる地域についての具体的な配

置が検討されている。一方、離半島部については、居住地の高台移転・低地部の水産業での

利用といった方針がよみとれるイメージ図の掲載のみとなっており、21 漁業集落それぞれ

における具体的な土地利用方針には触れていない。更に、図 2-4 のイメージ図に関して、

「集落の背後地(高台)に居住地を形成するイメージを絵にしたもので、特定の漁村部の計画

を示したものではありません。今後も引き続き、より安心・安全な集落の形成を図るため、

集落のあり方を検討していきます。」と注釈をつけている。また、離半島部の高台での居住

地の確保について、「今後予測される世帯数の減少などを考えると、新しい視点でのコミュ

ニティのあり方などを十分に検討していく必要があります。」としている。 
21 漁業集落それぞれにおいて、過疎高齢化といった様々な課題を抱える中で、画一的な

復興計画ではなく、集落の多様性を考慮した復興を慎重に進めていくために、発災から 1 年

以内に策定された復興計画においては、居住地の高所移転の全体方針の掲示のみにとどめ

たと捉えられる。 
岩手・宮城県内の対象 27 市町村の沿岸部には、407 漁業集落が存在する。気仙沼市や石

巻市ではそれぞれ 50 以上の漁業集落を抱え、集落ごとに多様な地域性を有し、人口減少や

過疎高齢化といった抱える課題の深刻さも異なっていた。震災から 1 年以内という短期間

で策定された復興計画においては、居住地の高台移転方針の掲示のみにとどめたことは、集

落ごとの復興計画の策定の難しさを示す一方、各集落の地域性を考慮した丁寧な復興事業

の可能性を残したとも捉えられる。 
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図 2-4.女川町 離半島部土地利用方針 

（図 2-3,2-4 は共に参考文献 [27]より引用） 

 

図 2-3.女川町 町中心部土地利用方針 
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2-4.被災漁業集落の住まい・漁業の復旧の進捗状況 

 
2-4-1.住まいに関する復興事業について 

  

震災後の漁業集落における職住空間の整備・復旧状況を明らかにするため、被災者の住

まいや漁業に関する復興事業の、2022 年 9 月時点での進捗・完了状況をみていく。 

 まず、被災者の住まいに関する復興事業についてみる。復興庁は震災以降、様々な復興

事業の進捗状況について報告している資料 [54]の中で、住宅・まちづくりに関する事業と

して、 

・災害公営住宅整備事業 

・防災集団移転促進事業 

・土地区画整理事業 

・漁業集落防災機能強化事業 

・津波復興拠点整備事業 

・医療施設、学校再建に関する事業 等を掲げている。 

本節では、被災漁業集落の住宅再建に関する事業の進捗をみるため、 

・土地区画整理事業（主に市街地部で活用されているまちづくり再建のための事業） 

・漁業集落防災機能強化事業・津波復興拠点整備事業（沿岸部の道路建設、避難拠点の整

備等を行なう事業） 

等は分析対象外とし、以下の事業について分析した。 

・住まいを失った被災者に供与された「応急仮設住宅」の入居状況 

・集落の高台移転事業として活用された「防災集団移転促進事業」 

・被災者への恒久住宅提供のために進められた「災害公営住宅整備事業」 
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＜1.応急仮設住宅 入居状況＞ 

応急仮設住宅の入居状況をみる。応急仮設住宅には、発災後、緊急で建設が進められた

プレハブ仮設住宅と、自治体が既存の民間賃貸住宅等を借り上げて応急仮設住宅として供

与した民間賃貸借上げ住宅がある注 8。 

震災後建設された岩手・宮城県内のプレハブ仮設住宅の入居戸数・入居者数の推移をみ

る(図 2-5)。両県においては、震災翌月の 2011年 4 月には最初の被災者の入居が始まり、

ピーク時の戸数・入居者数は、岩手県で 13,228 戸(2012 年 1 月)・31,728 人(2011 年 10

月)、宮城県で 21,610 戸・53,301 人(2012年 3 月)となっている。その後の推移をみる

と、入居者数が最大時の半分以下となるのは、岩手県において 2016年 3 月、宮城県にお

いて 2015 年 12 月、と震災から 5 年近くが経過している。以降、入居戸数・人数の減少は

やや加速しているものの、最終的なプレハブ仮設住宅の解消は、宮城県で 2020年 3 月、

岩手県では 2021 年 3 月、と被災者のプレハブ仮設住宅での避難生活が最大で 10 年に及ん

でいる。 

なお、本研究の対象外ではあるが、福島県の仮設住宅の入居状況についてみる [55]。プ

レハブ仮設住宅の最大入居戸数・人数をみると、14590 戸（2013年 4月）・33016人（2012

年 7 月）となっており、岩手・宮城県と比較して、最大となった時期が 1 年程度遅くなっ

ている。福島第一原発事故の影響によって、避難所での一次避難生活が、他県に比べても

長期に及んだことが伺える。また、2022年 9月末時点においても、プレハブ仮設住宅 3

戸・4 人、民間賃貸借上げ住宅 434戸・687 人が供与されており、被災者の生活再建が超

長期に及んでいることが分かる。 

 
注8 民間賃貸借上げ住宅に加え、空き家となっている既存の公営住宅を仮設住宅として供与した分を含

め、「みなし仮設」と称されることが多い。供与された戸数の内訳をみると、公営住宅よりも、民間賃貸

借上げ住宅の方が多い。民間賃貸借上げ住宅は、漁業集落部分よりも、既存アパート等が多い、市街部に

おいてより多く活用されることとなった。 
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図 2-5.岩手・宮城県内 プレハブ仮設住宅入居状況 

（参考文献より [1] [2]作成） 
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＜2.防災集団移転促進事業＞ 

 防災集団移転促進事業（以下、「防集事業」）は、「被災地域において住民の居住に適当で

ない区域にある住居の集団的移転を行う」 [53]ことを目的とした事業であり、東日本大震災

被災地においては、将来の津波災害に備えた沿岸居住地の高台移転を目的として活用され、

高台の造成工事、宅地供給が行なわれることとなった。両県においては、震災翌年の 2012

年に最初の地区にて造成工事が開始され、宅地が供給され始めた（図 2-6）。最終的に、2018

年度に両県の防集事業が完了した時点で、民間用宅地・災害公営住宅用宅地、合わせて、岩

手県にて 88地区・2,497区画、宮城県にて 186地区・8,888区画が造成された [56]。 
両県の年度ごとの民間用宅地の完成区画数をみると注 9、2014 年度に 2,152 区画と大きく

増加し、2014～2016 年度において、最終的な民間用宅地の完成区画数の 84.5%が造成され

ている。2015 年 3 月頃から両県におけるプレハブ仮設住宅入居者数の減少が加速している

ことからも、2014 年度以降、三陸沿岸部の恒久住宅への移行が本格化したと捉えられる。 

防集事業では、沿岸低地部において、津波被害を受けた、もしくは今後の津波災害の危

険の可能性があるとして、「住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため住居の集

団的移転を促進することが適当であると認められる区域」として「移転促進区域」が指定

され [57]、区域内での住居の再建は禁止となり、被災者は住宅の移転を余儀なくされた。

両県の移転促進区域内の住戸数(33,771 戸)と比較すると、防集事業による最終的な宅地の

供給区画数(11,385 区画)は、その 33.7%にとどまっている注 10。また、2022年 3 月末時点

において、造成はされたものの、移転者の意向の変化により住宅団地においてやむを得ず

発生した空き区画は、両県合わせて 235 区画となっている [58]。震災後、元々の集落に戻

らず、集落外にて住居を再建した被災者が多数存在し、沿岸部の住民の流出が起きたと捉

えられる。各市町村は、入居者の再募集や被災者以外への一般公募を行なう等、空き区画

解消を目指している。また従来、防災集団移転促進事業においては、移転希望住戸数が 10

戸以上あることが事業活用の基本要件となっていたが、東日本大震災においては要件が 5

戸以上に引き下げられたため [53]、小規模団地が多数つくられることとなった。計画住戸

数が 10 戸以下の団地は、岩手・宮城県で合わせて 87 地区ある。地区は異なるものの、近

隣に計画された団地群もあるため、全てが小規模、孤立した団地とは言えないが、これら

小規模団地の継続性は、震災以前から抱える住民の高齢化と合わせ、課題である注 11。 

 
注9 防集事業においては、民間宅地と災害公営住宅用宅地が造成された。参考文献 [58]においては、民間

宅地のみ、年度ごとの完成区画数が集計されており、災害公営住宅用宅地については未記載である。しか

し両県の防集事業において造成された宅地 11,385 区画の内、民間宅地が 7,689 区画と約 7 割を占めるこ

とから、民間宅地の年度ごとの造成区画数を、防集事業全体の進捗の目安と捉えた。 
注10 防集事業によらず、自力で集落付近に住宅再建地を確保し、住宅再建を果たした被災者の存在も想定

される。しかし、平地の少ない三陸沿岸部において、自力で宅地造成を行なうことのできた被災者は、宅

地取得に費用がかかることから考えても、ごく少数と想定される。よって、移転促進区域内住戸数と防集

事業による造成区画数を比較し、沿岸部への住民の回帰状況の目安とした。 
注11 更に、防災集団移転促進事業においては、移転元地の利活用も課題となっている。事業が進み、高台造成が行な

われる中、元集落の跡地が利用されず、更地のままになってしまう事例がみられた。税制特例を設ける等、各自治体が

中心となって移転元地の活用を進めているが、依然活用方法が決まっていない地域もある。 
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図 2-6.岩手・宮城県内 防災集団移転促進事業の進捗状況 

（参考文献 [56] [58]より作成） 
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＜3.災害公営住宅整備事業＞ 

公営住宅制度は、「国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足り

る住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、又は転

貸することにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的とする」(公

営住宅法第 1 条)事業であり、東日本大震災被災地においては、津波で住居を失った被災

者の恒久住宅再建事業としても活用されている。両県においては、2014 年度に入り、完成

戸数が大幅に増加し、以降 2016 年度までピークが続いている（図 2-7）。最終的に、岩手

県では 5,833 戸（2020年 12 月完了）、宮城県において 15,823 戸（2019年 3 月完了）が整

備されているが、2014年度から 2016 年度までに完成された戸数は、最終的な完成戸数の

70.8%(岩手県)、78.6%(宮城県)となっている。 

このことからも、三陸沿岸部において、2014年以降、恒久住宅への移行が本格的に始ま

ったことが分かる。 

 

  

図 2-7.岩手・宮城県内 災害公営住宅整備事業の進捗状況 

（参考文献 [15] [16]より作成） 
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2-4-2.漁業に関する復興事業について 

  

続いて漁業に関する復興事業についてみる。本項にて分析対象とするのは、震災前後の

稼働漁船数、漁港整備に関する復興事業である。 

 まず、漁船の復旧状況を、両県で実際に稼働している稼働漁船数の推移から把握する

(図 2-8)。震災以前の稼働漁船数は、岩手県において 14,303 隻、宮城県では約 9,000 隻と

なっていた注 12。両県の漁船は壊滅的な被害を受けたが、震災から 2 年後の 2013 年 3 月に

おける稼働可能漁船数は、復旧事業完了後の最終的な稼働漁船数に対し、岩手県において

88.8%、宮城県において 70.5%に達している。その後も漁船の復旧事業は着実に進み、岩手

県では 2017年 3 月、宮城県では 2018 年 3 月に漁船復旧事業は完了している。 

続いて、漁港の復旧についてみる(図 2-9)。漁港の復旧状況は、岩手県においては復旧

工事の完了した岸壁等の総延長、宮城県においては、復旧した漁港の被災箇所数、にて示

している。岩手県においては、2017 年 9 月に目標としていた総延長 29.5km について復旧

工事完了、宮城県でも同時期には被災箇所の 74.3%が工事完了となっている。宮城県にお

いては、漁港の復旧工事は 2022 年 7 月末時点においても継続中ではあるが、全被災箇所

の 99.0%が工事完了となっている。 

本震災での被害の大きさを考えると、漁船の復旧をはじめ、両県での漁業基盤復旧は早

急に進められたと捉えられる。震災後、各県にて策定された復興計画における基本理念や

復興の重点目標として、「なりわいの再生」(岩手県) [59]、「水産県みやぎの復興」(宮城

県) [60]と掲げられているように、被災沿岸地域の生業の早期の復旧が、地域全体の復興に

直結する課題として重要視され、優先して進められていったことが分かる。 

 

 
注12 宮城県においては、被災漁船数の公表は、百隻単位となっているため、文中、及び図中の被災漁船数の表記も百

隻単位までとしている。また、岩手県における 2012 年 9 月以前の漁船数は、震災後の新規登録漁船数のみ公表となっ

ている。 
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図 2-8.岩手・宮城県内 漁船の復旧状況 

（参考文献 [15] [16]より作成） 

図 2-9.岩手・宮城県内 漁港の復旧状況 

（参考文献 [15] [16]より作成） 
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2-5.小括 

  
本章のまとめを以下に示す。 

 
1)東日本大震災における沿岸部の住まいや漁業に関する被害は、過去に日本で発生した津

波災害と比較しても、類をみない規模となっており、特に岩手・宮城県は、津波被害の中

心となっていた。従来、職住一体の生業として漁業が営まれてきた三陸沿岸部の漁業集落

においては、震災によって、住まいと生業の場が同時に失われた状況にあった。 

 

2)各市町村は、震災から 1 年以内に、復興まちづくりの総合計画として復興計画を策定

し、被災漁業集落の住まいや漁業に関する整備方針を定めている。各市町村は、将来の津

波災害に備え、被災集落の沿岸低地部での再居住の禁止・集落の高台移転の徹底を基本方

針として掲げ、結果として、従来より職住一体の生業として漁業が営まれてきた三陸沿岸

部の漁業集落において、職住分離が進むこととなった。 

復興計画において、個々の漁業集落の具体的な土地利用計画は設けず、居住地高台移転

の方針の掲示に留めている市町村も複数みられる。甚大な被害が生じた震災から 1 年以内

という短期間で策定された復興計画においては、居住地の高台移転方針の掲示のみにとど

めたことは、三陸沿岸の多様な集落ごとの復興計画策定の難しさを示す一方、各集落の地

域性を考慮した丁寧な復興事業の可能性を残したとも捉えられる。 

 

3) 復興計画に基づき進められていった被災者の住まいに関する復興事業の進捗をみる

と、岩手・宮城県では、発災から 4 年が経過した時点で、仮設から恒久住宅への移行が本

格的に始まり、防災集団移転促進事業による高台造成も 2018 年度に完了した状況にあ

る。しかし、被災者のプレハブ仮設住宅での避難生活は最大 10 年に及び、阪神淡路大震

災においては、発災から 5 年後にはプレハブ仮設住宅が全て解消されたことと比較しても

[61]、その長さが分かる。また、両県では、防集事業によって造成された高台団地において

も、住宅再建の見込みのない空き区画が多数生じており、復興事業が長期化する中、多く

の住民が集落外へと流出した状況にある。 

一方、漁船、漁港等の漁業基盤の復旧は、特に発災後 3年間において、早急に進められ

ており、被災沿岸地域の生業の早期の復旧が、地域全体の復興に直結する課題として重要

視され、優先して進められていったと捉えられる。 
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第 3 章 震災前後 10 年間（2008 年-2018 年）の漁業実態の変容 
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3-1.本章の目的と方法 

  
漁業が主産業である三陸沿岸部の被災集落の復興について考える上で、漁業就業者の年

齢層や漁業経営状況といった、地域の漁業実態は、漁業の持続性、集落実態にも関わる重要

な要素と捉えられ、震災後の各集落の漁業の継続状況は、震災前の漁業実態によっても異な

ると想定される。 
本章では、対象地域の震災以前・以後の漁業実態の変化を分析し、東日本大震災が三陸沿

岸部の漁業実態・集落実態に与えた影響を明らかにするため、岩手・宮城県の被災沿岸部に

立地する全 27 市町村・96 漁業地区・407 漁業集落を対象に、農林水産省によって 5 年に 1
度行われる漁業に関する全戸調査、漁業センサス 2008 [44],2013 [45],2018 [46]の統計データを

元に、漁業経営体や漁業就業者数等、漁業基盤に関する 6 指標の変化を調べ考察を行なっ

た。分析資料・対象・指標、及び用語の定義を以下に示す。 
 

＜分析資料＞ 
1) 農林水産省:漁業センサス 2008 [44] 
2) 農林水産省:漁業センサス 2013 [45] 
3) 農林水産省:漁業センサス 2018 [46] 

震災前後の漁業実態の変化を明らかにするため、震災を前後するセンサス 2008,2013, 
2018 を対象とした。なお、震災以前の漁業センサスについては、2003 から 2008 におい

て、調査項目の定義の変更が多数みられるため、2008 以降を分析対象とした。いずれも

「第 2 巻海面漁業に関する統計（都道府県編）、及び「第 4 巻海面漁業に関する統計（漁

業地区編）」を参照している。 
 
＜対象＞ 
岩手・宮城県の被災沿岸部の津波被災漁業集落が立地する全 27 市町村に含まれる 96 漁業

地区・407 漁業集落 
 
＜分析指標＞ 
 本章における分析指標は、漁業センサスにおける調査項目の内、 
・漁業経営体や漁業就業者に関する、漁業実態をよく表すと考えられる項目 
・漁業センサス 2008,2013,2018 において、用語の定義、調査内容に変更のない項目 
として、以下の通りとした（表 3-1）。 
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＜用語の定義＞ 
本章での用語の定義は、漁業センサスに則る。主な用語の定義を以下に記載する。 

1)漁業地区： 
「市区町村の区域内において、共通の漁業条件及び共同漁業権を中心とした地先漁業の利

用等に係る社会経済活動の共通性に基づいて漁業が行われる地区」 
2)漁業経営体： 
「過去１年間に利潤又は生活の資を得るために、生産物を販売することを目的として、海面

において水産動植物の採捕又は養殖の事業を行った世帯又は事業所をいう。ただし、過去１

年間における漁業の海上作業従事日数が 30 日未満の個人経営体は除く。」 
3)漁業就業者： 
「満 15 歳以上で過去１年間に漁業の海上作業に年間 30 日以上従事した者をいう。」 
 
 
  

後継者あり,後継者なし
年齢階層別漁業就業者数

15~19歳,20~24, 25~29, 30~34, 35~39, 40~44, 45~49, 50~54, 55~59, 60~64, 65~69, 70~74,75歳以上

個
人

経
営
体

漁
業

就
業
者

経営組織別経営体数
個人経営体,団体経営体(会社,漁業協同組合,漁業生産組合,共同経営)

漁業層別経営体数
海面養殖層,沿岸漁業層,中小漁業層,大規模漁業層
自家漁業の専兼業別経営体数
専業,兼業
自家漁業の後継者の有無別経営体数

漁獲物・収獲物の販売金額規模別経営体数

販売金額なし,100万円未満,100~300万,300-500万,500-800万,1000~1500万,1500~2000万,2000~5000万,
5000万円~1億,1~2億,2~5億,5~10億,10億以上

漁
業
経
営
体

表 3-1.分析項目 
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3-2.三陸沿岸部の漁業経営体・就業者の変化 

 

まず、岩手・宮城県における漁業経営体数、漁業就業者数に関する指標の変化をみること

で、対象地域全体の震災前後の漁業実態の変化を明らかにする。 

 

＜経営組織別経営体数・漁業層別経営体数＞ 

経営組織別の経営体数をみると（図 3-1）、2008 年時点で、個人経営体が全体の 97.3%を

占め、会社等、団体経営体はごく少数となっている。震災後の 2013 年、2018 年をみても、

個人経営体が 96%以上を占めている。三陸沿岸部では、震災以前から、個人経営体、つまり

漁家それぞれの家族経営によって、漁業が営まれてきたことが分かる。 

更に、漁業層別経営体数をみる（図 3-2）。2008 年の経営体数の構成をみると、沿岸漁業

が 46.9%、養殖漁業が 50.3%となっている。震災以前、三陸沿岸では、遠洋・沖合漁業とい

った外洋での漁業ではなく、沿岸部での漁業が営まれていたことが分かる。震災直後の 2013

年においては、沿岸漁業の割合が高まり、養殖漁業の割合が低くなっているものの、その合

計は 96.6%と、震災以前と大きな変化はない。三陸沿岸では、震災以前・以後ともに、沿岸・

養殖を中心とした漁業が営まれてきたことが分かる。 
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図 3-1.経営組織別経営体数 

 

図 3-2.漁業層別経営体数 

 



36 

 

＜全経営体数・就業者数＞ 

対象地域全体の経営体数の変化を、全国の状況と合わせてみる（図 3-3）。全経営体数・就

業者数は、岩手・宮城県に限らず、全国においても減少傾向となっており、現在の日本にお

いて、漁業は衰退産業であることを示している。要因として、乱獲による水産資源の減少や

排他的経済水域の設置等が挙げられるが、現在においてもその課題は解消されていない注 13。

三陸沿岸部においても、以前は世界三大漁場と呼ばれるほど豊かな漁場が広がり、漁業が栄

えた地域であったが、1990 年頃から漁業基盤の減少が続いている状況にあった。 

 2008 年から 2013 年にかけての経営体数の変化をみる。岩手・宮城県においては、9,319
経営体→5,676 経営体（39.1%減少）となっており、全国（115,196 経営体→94,507 経営

体 ,18.0%減少）と比べ、大きな減少となっている。就業者数においても同様の変化となっ

ており、岩手・宮城県において、より大きな減少となっている。震災によって両県の漁業基

盤が大きな被害を受け、漁業の担い手が大きく減少したことが分かる。 
2013 年から 2018 年における経営体数の変化をみると、全国においては 94,507→79,067

経営体(16.3%減少)と減少傾向が続いているが、岩手・宮城県においては、5,676→5,732 経

営体と微増している。両県では、就業者数についても、経営体数と同様に横ばいとなってい

る。震災で被災した経営体のうち、2013 年時点では漁業経営を再開出来ずにいた経営体が、

2013 年以降、徐々に漁業を再開し、経営体数・就業者数の減少が止まったと考えられる。 
しかし、2008 年と 2018 年の 10 年間・2 時点を比較した場合の経営体数の変化は、両県

において、38.5%減少となっている。全国(31.4%減少)と比較すると、長期的には、震災によ

って両県の漁業基盤の減少は加速した状況にある。今後、岩手・宮城県の漁業経営体数・就

業者数が、横ばい状態を維持するのか、それとも再び減少へと転じるのか、三陸沿岸の漁業

の今後を考える上で、注目すべき点である。 
 

 
注13 水産庁による平成 30 年水産白書 [68]に「我が国の漁業・養殖業生産量は、昭和 59（1984）年をピー

ク（1,282 万トン）に平成 7（1995）年頃にかけて急速に減少し、その後は緩やかな減少傾向が続いてい

ます。」とあるように、平成以降、日本の漁業は衰退産業となっている。 
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図 3-3.全経営体数・全就業者数 
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＜販売金額別経営体数＞ 
続いて、年間販売金額別経営体数についてみる（図 3-4）。漁業センサスにおいて、経営

体の年間販売金額は「販売金額なし」から「10 億円以上」の 14 階層に分け集計している

が、本研究においては、以下の 6 階層に分けて分析を行なっている。これは水産庁による水

産白書における分析の階層分けを参考にしたものである。なお、本考察では、年間販売金額

300 万円未満の経営体については、漁業経営の規模の小さい零細経営体と捉える注 14。 
・販売金額なし～100 万円未満 

・100 万円以上～300 万円未満 

・300 万円以上～500 万円未満 

・500 万円以上～1,000 万円未満 

・1,000 万円以上～2,000万円未満 

・2,000 万円以上 

まず、震災以前の 2008 年の状況をみる。販売金額 300 万円未満の経営体が、全体の 47.5%

と約半数を占めており、三陸沿岸部全体で、経営規模の小さい経営体が多く、漁業経営が悪

化していたことが分かる。 

続いて、2008年から 2013年における変化をみる。全ての階層において経営体数が減少し、

特に 500 万円以上の比較的高額の販売金額を有する経営体において大きな減少となってい

る。一方、300 万円未満の階層においては、その減少は比較的小さく、結果として、震災を

前後して、300 万円未満の零細経営体が全体に占める割合が増加している（47.5%→65.7%）。

震災以前、比較的大きい販売金額を有していた経営体が、震災後、漁業経営を継続したもの

の、震災被害により販売金額を減少させていたと捉えられ、対象地域内の漁業経営が一層厳

しい状況になったことが分かる。 

更に、2013年から 2018年にかけての変化をみる。2013 年から 2018 年においては、300
万円未満の零細経営体は減少しているものの、500 万円以上の販売金額が比較的大きい経営

体数は増加している。特に、1,000 万～2,000 万円未満、2,000 万円以上と高額の販売金額

を有する階層においては、経営体数がそれぞれ、2013 年比で 92.3%増加・86.0%増加と大

きく増え、全体に占める割合も増加している。 
2013 年以降、震災直後は販売金額を減少させていた経営体が、徐々に漁業の経営状況を

回復していったことや、一定以上の販売金額を有する経営体が新規参入したこと等が想定

され、対象地域全体の漁業経営が回復に向かっていったことが分かる。 

 

 
注14 漁業センサスにおいて、経営体の年間販売金額は「販売金額なし」から「10 億円以上」の 14 階層に

分け集計しているが、水産庁による水産白書においては、それを本文で述べた 6 階層にまとめ、分析を行

なっており、本研究においても参考とした。また同水産白書において、300 万円未満の経営体を「零細な

経営体」と表現している。 
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図 3-4.販売金額別経営体数 
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＜後継者有無別経営体数＞ 

 震災以前から三陸沿岸部の漁業経営体の大半を占めていた個人経営体について、後継者

有無別に経営体数をみる（図 3-5）。2008 年の後継者有無別経営体数をみると、後継者なし

の経営体が全体に占める割合が 74.7%となっており、震災以前から、地域全体の漁業の継続

性に課題を抱えていたことが分かる。 

2008 年から 2013 年にかけては、後継者あり・なし、それぞれの経営体数は、34.8%減・

41.3%減となっており、後継者なしの経営体において比較的大きな減少となっている。後継

者が存在し、漁業の担い手の多い経営体の方が、震災後の漁業の継続が容易であった、漁業

再開の時期が早かった、等の要因が想定される。 

2013 年から 2018 年における後継者あり・なしの経営体数の変化はそれぞれ、13.5%減少・

6.6%増加となっており、後継者なしの経営体数は微増している。2013 年以降、対象地域の

全経営体数は微増しているものの、後継者のいない経営体の占める割合が大きくなってお

り（76.7%）、その割合は、震災以前の 2008 年より悪化している。2018 年時点においても、

地域の漁業の持続性に関する課題は継続したままとなっている。 

 

＜専兼業別経営体数＞ 

震災以前から三陸沿岸の漁業経営体の大半を占めていた個人経営体について、専業・兼業

別に経営体数をみる（図 3-5）。2008 年の専兼業別経営体数をみると、専業（33.2%）・兼業

（66.8%）となっている。経営規模の小さい零細経営体が多く存在する中、漁業以外の収入

源のある経営体が多くいたことが分かる。 

2008 年から 2013 年にかけての変化をみると、専業よりも兼業経営体において、比較的大

きな減少となっている。漁業以外の収入源のあった漁家が、震災を機に漁業を廃業したこと

等が想定される。 

2018 年を含めた 10 年間の変化をみる。両県の 3 時点における、全経営体数に対する専業

経営体数の割合をみると、33.2%→36.5%→45.4%となっている。全国(48.4%→49.7%→51.4%)

と比較すると、震災前後 10 年間において、岩手・宮城県における専業経営体の占める割合

が顕著に増加している。震災後、漁業以外の収入のある兼業経営体は、漁業を廃業しやすい

状況にあったことや、漁業に従事しない同居家族との世帯分離により専業経営体へ移行し

たこと等が想定される。 
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図 3-5.後継者有無別・専兼業別経営体数 
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＜年齢層別就業者数＞ 

年齢層別就業者数についてみる(図 3-6)。2008 年をみると、60 歳以上の就業者が全体に

占める割合は 48.9%となっている。震災以前から、三陸沿岸部の漁業の担い手の高齢化が進

んでいたことが分かる。2008 年から 2013 年においては、全ての年齢階層において就業者

数が減少しているが、2013 年から 2018 年においては、40～64 歳の階層だけが減少し、そ

のほかの階層では増加がみられる。39 歳以下の若い世代で増加がみられることは、日本全

体で高齢化が進んでいる漁業において注目すべき事実である。しかし、40 代 50 代の被災地

域の漁業の担い手の主力となり得る層が、震災以降減少の一途をたどっていることは、課題

である。両県では、2008 年から 2018 年において、60 歳以上の就業者の割合が、48.9%か

ら 54.4%に増え、全国(46.8%→50.2%)と比較しても大きく増加している。また、3 時点にお

ける就業者数最多の年齢階層をみると、55-59 歳(2008 年)、60-64 歳 (2013 年)、 65-69 歳

(2018 年)と移行している。震災前後 10 年間において、岩手・宮城県では、漁業就業者の高

齢化が加速してしまった状況にある。 
 

  

図 3-6.年齢層別就業者数 

 



43 

 

3-3.漁業地区ごとの漁業実態変容 

 
続いて、漁業地区ごとの震災前後の漁業実態の変容をみていく。震災を前後する 3 時点

(2008・2013・2018 年)における、各漁業地区の漁業実態の変化を分析し、震災以前の漁業

実態と、震災後の漁業の継続状況等との相関について考察する。 
まず、各漁業地区の漁業実態をよく表す指標として、 

・漁業地区の就業者数、経営体数 
・漁業地区の就業者の年齢層 
・漁業地区の漁業経営状況 
を想定し、それぞれに対応する指標として、以下の項目を分析対象とした。 

・漁業就業者数、経営体数 
・60 歳以上の就業者が全体に占める割合（%） 
・年間販売金額 300 万円未満の経営体が全体に占める割合（%） 
各漁業地区について、3 時点における上記 3 指標の数値を入力し図示する（図 3-7）注 15。 

 
＜2008 年時点における漁業実態＞ 

 各漁業地区の 60 歳以上の就業者の割合についてみると（図 3-7 縦軸）、40%~70%に分布

する漁業地区が多数存在し、3-2.で述べた通り、三陸沿岸部の漁業の担い手の主力が震災以

前から高齢化していたことが分かる。また、震災以前の 2008 年時点において、60 歳以上の

就業者の割合が 70%以上となっている漁業地区も存在している。 
 年間販売金額 300 万円未満の零細経営体が全体に占める割合についてみると（図 3-7 横

軸）、その分布は 0~100%と満遍なく広がっており、地区ごとに震災以前の漁業経営状況は

大きく異なっていることが分かる。 
 2008 年時点において、就業者の高齢化が進み、零細経営体も多数存在していた地区（図

3-7 にて右上に位置する地区）は、震災以前から漁業の存続に課題を抱えていた地区と捉え

られる。 
  
＜震災以前・以後の漁業実態の相関＞ 

 2008 年時点における、年間販売金額 300 万円未満の経営体が全体に占める割合、及び 60
歳以上の就業者が全体に占める割合をそれぞれ 5 階層（0-20%・20-40%・40-60%・60-80%・
80-100%）に分け(図 3-8,3-9)、各階層の 2008 年から 2018 年における漁業経営体数・漁業

就業者数の変化を重ねてみる（表 3-2,3-3）。 
 まず販売金額 300 万円未満の零細経営体の割合に関する経営体数・就業者数の変化をみ

 
注15 なお本分析では、漁業地区ごとの指標の変化を分析するため、センサス 2008・2013・2018 におけ

る経営体や就業者に関する調査項目にて、「事実のないもの」もしくは「個人又は法人その他の団体に関

する秘密を保護するため、統計数値を公表しないもの」とされる指標が確認された「釜石」「平田」「大船

渡」「岩沼」地区は分析対象外とした。そのため、分析対象地区数は 92 地区となっている。 
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る。震災以前の零細経営体の割合が比較的小さい A・B においては、2008 年比の 2018 年

時点の就業者数はそれぞれ 67.3%・67.9%と他の階層と比べ大きくなっている。他の階層を

みると、震災以前の零細経営体の割合が大きくなるにつれ、2008 年時点での漁業就業者数

に対する 2018 年時点の漁業就業者数の割合は小さくなっており、E においては、45.4%と

なっている。漁業経営体数についても同様の傾向となっている。 
60 歳以上の就業者が全体に占める割合に関する階層ごとに、経営体数・就業者数の変化

をみる。震災以前、比較的 60 歳以上の就業者が占める割合が小さいⅠ・Ⅱにおいて、2008
年時点での漁業就業者数に対する 2018 年時点の漁業就業者数の割合はそれぞれ 60.0%・

69.2%となっている。一方、Ⅲ・Ⅳ・Ⅴと震災以前の 60 歳以上就業者の割合が大きくなる

につれ、その割合は小さくなっている。漁業経営体数についても同様の傾向となっている。 
以上より、震災以前、比較的若手の就業者が多く存在し、良好な漁業経営状況にあった漁

業地区においては、震災後の漁業経営体や漁業就業者の減少が小さい一方、震災以前から漁

業経営の悪化や就業者の高齢化が進んでいた地区においては、漁業経営体・就業者の大きな

減少がみられることが明らかになった。震災以前の地区の漁業実態の違いが、震災後の漁業

の継続状況にも関与していると捉えられる。 
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図 3-7.各漁業地区の 3時点の漁業実態 
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図 3-8.各漁業地区の 3 時点の漁業実態 

(年間販売金額 300 万円未満の経営体が全体に占める割合別) 
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図 3-9.各漁業地区の 3 時点の漁業実態 

(60歳以上の就業者が全体に占める割合別) 
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表 3-3. 震災前後の漁業実態の変化 

(60歳以上の就業者が全体に占める割合別) 

 

表 3-2. 震災前後の漁業実態の変化 

(零細経営体が全体に占める割合別) 

 

経営体数 就業者数 経営体数 就業者数 経営体数 就業者数
A 20 1257 3584 757 2412 0.6022 0.6730
B 23 2350 5925 1569 4024 0.6677 0.6792
C 24 2107 3956 1372 2530 0.6512 0.6395
D 19 2844 4998 1713 2990 0.6023 0.5982
E 6 548 720 218 327 0.3978 0.4542

2008 2018
地区数

2018/2008

経営体数 就業者数 経営体数 就業者数 経営体数 就業者数
Ⅰ 2 50 762 30 457 0.6000 0.5997
Ⅱ 16 1726 4493 1107 3111 0.6414 0.6924
Ⅲ 47 4974 10052 3165 6433 0.6363 0.6400
Ⅳ 23 2300 3804 1298 2256 0.5643 0.5931
Ⅴ 4 56 72 29 26 0.5179 0.3611

地区数
2008 2018 2018/2008
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3-4.小括 

 
本章のまとめを以下に示す。 
 

1) 岩手・宮城県の沿岸部では、震災以前から、漁業経営体や漁業就業者は減少傾向にあり、 

60 歳以上の高齢の漁業就業者が全体の約半数を占める等、漁業実態に関する課題を抱えた

状況にあった。 

震災被害により対象地域の漁業基盤は大きく減少したが、2013 年以降、両県の経営体数

や就業者数の急激な減少は止まり、横ばい状態となっている。経営状況にも回復傾向がみら

れる等、漁船・漁港の復旧が本格化した 2013 年以前・以後で、漁業実態の変化は異なって

いる。一方、就業者の主力の高齢化等、震災を前後する 10 年間において、より一層進んで

しまった課題もあり、地域の主産業である漁業の持続性をどう確保するのか、考えていかな

ければならない。 
 
2) 岩手・宮城県内の全漁業地区について、各地区の 2008 年時点における漁業実態と、2018 
年時点における漁業の継続状況を重ねて分析を行なった。結果として、震災以前、比較的若

手の就業者が多く存在し、良好な漁業経営状況にあった漁業地区においては、震災後の漁業

経営体や漁業就業者の減少が小さい一方、震災以前から漁業経営の悪化や就業者の高齢化

が進んでいた地区においては、漁業経営体・就業者の大きな減少がみられることが明らかに

なった。震災以前の地区の漁業実態の違いが、震災後の漁業の継続状況にも関与していると

捉えられる。漁業が主産業の一つである三陸沿岸部において、震災後の各漁業地区の漁業継

続状況は、地域の復興に直結する要素である。各地区において求められる復興計画や復興支

援のあり方について考える上でも、震災以前も含めた漁業実態の違いを考慮する必要があ

る。 
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第 4 章 職住分離「通い漁業」の発生による集落復興への影響 
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4-1.本章の目的と方法 

 
震災以前、三陸沿岸の漁業集落では、漁船の管理や、繁忙期の従事のしやすさといった理

由から、漁港の至近に漁家が建ち並び、漁師は徒歩で漁港へと向かう職住一体の漁業が営ま

れてきた。しかし、東日本大震災後、復興計画の土地利用方針や、漁業権の保有に関する規

定により、漁港から離れた場所に住み、車で漁港に通い、漁業に従事する職住分離での新た

な漁業従事がみられることとなった。職住分離での漁業従事へ変化したことにより、従事負

担が増加し、多くの漁家が廃業してしまった集落では、地域の漁業の存続が危ぶまれる状況

となっていた。職住一体から職住分離の漁業従事形態の変化は、漁業復興・集落復興におい

て様々な影響を及ぼした。 
本章においては、「集落外の仮設住宅・恒久住宅に居住し、車で漁港へと通う遠距離の職

住分離の従事形態」を「通い漁業」と設定し（図 4-1）、その従事実態と課題を明らかにし、

通い漁業への移行が漁業集落復興にもたらした影響について考察していく。 
まず、震災後、通い漁業が行なわれることとなった要因・背景を整理するため、漁業権保

有における漁家の居住・操業地域に関する規定や、復興計画における被災漁業集落の土地利

用方針を把握する。続いて、通い漁業の従事実態の詳細を明らかにするため、震災から 4 年

半が経過した時点で、集落外の仮設住宅等から通い漁業が行なわれていた複数の地域を対

象に、各自治体、漁業協同組合、漁業従事者へのヒアリング調査や、現地参与観察調査を行

なった。更に、震災後、特に遠距離の通い漁業が行なわれていた地域における、恒久住宅整

備完了後の、漁業継続状況や、集落住民の回帰状況を分析し、震災後の通い漁業への従事形

態の変化が漁業集落復興に与えた影響を明らかにする。本章における研究対象・調査方法を

図 4-2 に示す。 

図 4-1.通い漁業の定義 
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図 4-2.4 章の研究対象・調査方法 

図 4-3.参与観察調査風景 – 2013年 11 月 Ⅰ.雄勝半島にて 

（筆者 漁船上にて） 
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4-2.震災後の通い漁業への移行の背景  

 
＜震災前後の漁家の居住地の変遷＞ 
 震災以前、三陸沿岸の漁業集落では、漁港の至近に漁家が建ち並び、漁師は徒歩で漁港

へと向かう、職住一体の生業として漁業が営まれてきた。漁港の近くに住み、常に天候や

漁場の様子を確認することで、当日の操業の判断や急な時化の際の漁船の避難などが容易

に行なえる。また通常、収穫の繁忙期においては、徹夜に近い作業を強いられる日々が数

か月と続くが、漁港の近くに住むことにより、徒歩で一時帰宅することが出来る等、従事

のしやすさから職住一体での生活形態が好まれてきた（図 4-4）。 
 しかし、震災によって沿岸低地部に居住する多くの漁家が津波被害を受け（図 4-5）、応

急仮設住宅へと入居することとなった。応急仮設住宅団地は、安全な高台の適地に建設さ

れたが、三陸沿岸部の山がちな地形により、集落付近に適当な平地が確保できず、遠く離

れた地域に仮設住宅が建設された集落も存在した。それらの集落では、漁家が漁港から離

れた地域に居住し、職住分離での漁業従事を強いられることとなった。 
 更に、震災後、各自治体が策定した復興計画における漁業集落の土地利用方針におい

て、浸水域での居住が禁止となり、集落の高台移転が進められたため(2 章)、恒久住宅再建

後においても、職住分離での漁業従事が行なわれることとなった。 
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図 4-4(再掲).気仙沼市唐桑半島鮪立集落（2003年） 

図 4-5(再掲).気仙沼市唐桑半島鮪立集落（2011年 3 月 12 日） 

（図 4-4,4-5 は共に参考文献 [66]より抜粋） 
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＜漁業権保有における漁家の居住地域に関する要件＞ 
通い漁業の発生の背景には、漁業の操業に必要な漁業権の保有のための居住地域・操業

地域に関する要件が大きく関わっている。まず、漁家の居住地に関する要件についてみ

る。 
三陸沿岸の漁業の大半を占めている沿岸・養殖漁業を行なうための共同・区画漁業権(以

下、「漁業権」)の保有には、漁家の集落内での居住が要件となっていた注 16。しかし、震災

により多くの漁家が住まいを失い、集落外に避難したことから、その漁業権の取り扱いに

ついて議論されることとなった。そして震災翌年に、水産庁から各都道府県知事宛に通知

した「漁場計画の樹立について（平成 24 年 6 月 8 日付け 24 水管第 684 号）」 [47]によ

り、被災した漁家が集落外に一時的に避難している場合や、集落の高台移転に伴い居住地

域が変更された場合においても、漁業権の継続保有が認められることとなった。これによ

り、被災沿岸部においては、集落外からの通い漁業が可能となり、職住分離での漁業従事

が行なわれることとなった。 
この特例措置は、5 年に一度迎える漁業権の更新時期である 2018 年まで、とされてい

たが、漁家の避難生活が長期化し、集落外に住居を再建する漁家も多数みられたことか

ら、2017 年に新たに発令された通知 [48]において、次回更新時期である 2023 年まで延長

となった。これにより、少なくとも 2023 年までは、元々の集落外に住居を再建した漁家

についても、漁業権を保有し漁業を継続できることとなった。   
しかし、特例措置の延長は、あくまで時限的なものであり、それ以降の漁業権の継続の

可否については協議中(2022 年 4 月時点)[49]、としている。集落外に住居を再建した漁家

が、今後も漁業権を保有し続けられるかは不透明な状況にある。 
 
＜漁業権保有における漁家の操業地域に関する要件＞ 
 通常、漁業権を取得した漁家は、決められた範囲内でのみ操業が認められており、それ

以外での操業は禁止されている。震災後、住宅を被災し、やむを得ない事情によって集落

外に移住することになった漁家においても、従来の操業地域、つまり元々の集落沿岸にお

いてのみ、漁業の継続が可能な状況にあった。 
 集落外に移住した漁家が、その移転先で漁業を行なうことを希望した場合は、その移転

先において、新たに漁業権を取得する必要がある。しかし、現在の制度上、新たな移住者

が、漁業権を早期に取得することは容易ではない。漁業権は、各知事より交付されるもの

だが、実質的には各地域の漁業協同組合（以下、「漁協」）が運用を行なっている。多くの

漁協において、新規漁業者の漁業権の取得要件として、集落内での数年間の居住や、漁協

 
注16 漁業法第 14 条第 8 項において、共同漁業権・区画漁業権の免許交付について、漁業を営む者は、

「関係地区・地元地区」に住所を要することが求められている。「関係地区・地元地区」とは、同第 11 条

にて、「自然的及び社会経済的条件により当該漁業の漁場が属すると認められる地区」と規定されてい

る。以上の規定により、日本において沿岸漁業・養殖漁業を行なう場合、漁家の漁業集落内での居住が漁

業権保有の要件となってきた。 
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組合員、つまり集落内の漁師の多数の同意等を取得の条件としているが、同意を得るのは

短期的には難しい注 17。東日本大震災における被災漁家が、避難先・移転先にて新たに漁

業権を取得し、漁業を継続することは難しい状況にあった。そのため、集落から遠い仮設

住宅に入居した漁家も、漁業を継続する場合には、仮設住宅から元々居住していた集落沿

岸部に通うこととなり、通い漁業が行なわれることとなった。 
 先に述べたように、震災特例措置によって、漁業権保有のための漁家の居住地要件は緩

和され、結果として 2023 年までは、集落外の仮設住宅・恒久住宅に住む漁家において

も、漁業権の保有は認められている。しかし、震災直後は、集落外に居住する漁家の漁業

権保有が認められるかは不透明な状況にあり、集落外で住宅を再建し移住することが、即

漁業の廃業に繋がる可能性もあった。住まいを失った漁家においては、漁業権保有のため

の居住地要件の震災特例をめぐる議論のゆくえと向き合いながら、恒久住宅再建地の選

択、漁業経営の継続・廃業の判断を同時に行わなければいけない状況にあった（図 4-6）。 

 

  

 
注17 漁業権の多くは家族間での譲渡は認めているため、漁家は代々漁業権を引き継ぎ、地域での漁業を継

続していく。 

図 4-6.震災前後の漁家の居住地の変遷 
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4-3.仮設住宅からの通い漁業の従事実態と課題 

 
4-3-1.対象地域の概要 

 
本節では、震災から 4 年半が経過した 2015 年 9 月時点で、集落外の仮設住宅等から通

い漁業が行なわれていた 3 地域・5 集落を対象に、現地参与観察やヒアリング調査を行な

い、その従事実態、漁業の継続・廃業状況とその要因を明らかにする。対象とした 3 地域

は、それぞれ立地条件や震災以前の漁業実態が異なる。以下にその概要を述べる。 
 
Ⅰ.雄勝半島 ＜A 集落＞＜B 集落＞ 
 A 集落、B 集落を含む雄勝半島は、宮城県石巻市北東部に位置し、13 の漁業集落が存在

する。震災以前からホタテやカキ、ホヤ等を中心とした養殖漁業が行なわれていた。東日

本大震災では高さ 15~20ｍの津波が押し寄せ、特に海沿いに低地が広がっていた雄勝湾内

では雄勝小中学校や病院が流される等、甚大な被害が出た。震災後、雄勝半島内にも仮設

住宅が建設されたものの、その戸数は十分ではなく、半島から車で 45 分から 1 時間程度

離れた石巻市中心部もしくは内陸部の飯野川地区に建てられた仮設住宅に入居した被災者

も多数存在した。震災後の半島内の人口減少は著しく、小中学校の統廃合も進むこととな

った。 
Ⅱ.牡鹿半島  ＜C 集落＞ 
牡鹿半島は宮城県石巻市南東部に位置する。半島内には 30 近い漁業集落が点在し、リ

アス式の入り組んだ海岸線によりつくられた穏やかな各集落の湾において、ホタテやカキ

を中心とする養殖漁業が行なわれていた。東日本大震災においては、湾内に侵入した津波

が、その地形により高地まで遡上したため、多くの集落に高さ 20m 程の津波が押し寄せ

た。震災後、特に石巻市中心市街地から遠くに位置する半島先端部の漁業集落において人

口流出が相次いでいる。C 集落においても、15m 以上の津波が押し寄せ、65 世帯のほと

んどが被災し、人口が激減してしまった。 
Ⅲ.大船渡東部 ＜D 集落＞＜E 集落＞ 

D 集落、E 集落を含む越喜来地区、綾里地区は岩手県大船渡市東部に位置する。大船渡

市内には、38 の漁業集落が存在し、岩手県被災市町村において最多となっている。4 つの

半島により形成される各湾において、カキやホタテを中心とする養殖漁業が行なわれてい

た。越喜来地区では 15m の津波が押し寄せ、死者・行方不明者が多数発生した。 
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4-3-2.遠距離通い漁業の従事負担の実態  

 
震災後、特に遠距離の通い漁業を強いられることとなったⅠ.雄勝半島内の＜A 集落＞＜

B 集落＞における従事実態、及び漁業の継続状況をみていく。 
 

＜震災以前の漁業実態＞ 
 まず両集落の震災以前の漁業実態を、それぞれが属する漁業地区の漁業実態からみる。

両集落は隣接しているものの、<A 集落>は「雄勝湾」、<B 集落>は「雄勝東部」、と異なる

漁業地区に属している。両地区のセンサス 2008(震災前)における指標をみていく（表 4-
1）。全就業者数のうち、60 歳以上の割合は、雄勝東部地区では 67.4%、雄勝湾地区では

47.7%となっている。また、年間販売金額 300 万円未満の経営体が全体に占める割合は、

雄勝東部地区にて 70.3%、雄勝湾地区にて 34.1%となっている。雄勝東部地区では、震災

以前から 60 歳以上の高齢の就業者が多く、零細経営体が多数存在した一方、雄勝湾地区

では、比較的若い就業者が多く、高額の販売金額を有する経営体も多数存在しており、漁

業実態が異なっていたことが分かる。 
両集落の漁業実態も、属する地区の実態と同様のものとなっていた。<A 集落>は雄勝湾

内部に位置するため、穏やかな内湾の漁場を生かした大規模な養殖漁業が展開され、販売

金額の大きい経営体や、40 代 50 代の就業者も多く、若い後継者も多数存在した（図 4-
7）。一方、<B 集落>においては、湾内から沖に少し出ると波が立つため、大規模な養殖漁

業を展開出来ず、経営規模が小さく、後継者もいない、60 歳以上の高齢の漁師が多数を占

めていた（図 4-8）。 

 

表 4-1.各漁業地区の震災以前の漁業実態 

漁業地区
漁業経営体
(経営体)

漁業就業者
(人)

60歳以上就業者数
割合(%)

年間販売金額300万円未満の
経営体の割合(%)

雄勝東部 182 341 67.4 70.3
雄勝湾 91 300 47.7 34.1
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図 4-7.雄勝半島 A 集落漁港（2013年 11 月 筆者撮影） 

図 4-8.雄勝半島 B 集落漁港（2015年 6 月 筆者撮影） 
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＜震災後の通い漁業の実態、継続状況＞ 
 震災によって、両集落では、多数の漁家が住居を失い、複数の漁家が雄勝半島外の内陸

部の仮設住宅に入居することとなった。 
<A 集落>では、震災以前、49 世帯(160 人)が暮らしていたが、40 戸以上の家屋が流さ

れ、2014 年 2 月時点で、5 世帯(9 人)が暮らすのみとなっていた。漁家は約 20 戸存在して

いたが、その多くが家屋を流され、約半数の漁家が、集落の高台に建設された仮設住宅へ

と入居し、残りの半数の漁家は、半島外の飯野川地区、もしくは石巻市中心市街地の仮設

住宅へと入居した。<B 集落>では、震災以前 20 戸の漁家が存在したが、うち 9 戸が住居

を被災し、そのうち、4 戸が、隣接する集落内の仮設住宅に入居し、残りの 5 戸は、<A 集

落>同様、半島外の仮設住宅へ入居することとなった（図 4-9）。 
震災後、両集落において半島外の内陸部の仮設住宅へ入居した漁家は、車で 1 時間程か

けての遠距離の通い漁業となり、漁業従事において様々な不便が生じることとなった。震

災以前、漁師は、海の見える場所に住み、常に漁場の様子や天候を把握することで、当日

の操業の判断を下してきた。しかし、震災後、漁港から離れた場所に住み、漁場の様子や

天候を把握出来なくなったため、自宅から 1 時間かけて漁港に向かい、悪天候のため操業

を中止し、帰宅することもあった。また、震災以前であれば、急な時化が発生しても、漁

船を安全な場所へ迅速に避難できたが、通い漁業となり、それも難しい状況となってい

た。連日徹夜に近い作業を強いられる収穫の繁忙期においては、震災以前であれば、徒歩

で一時帰宅しシャワーを浴びて仮眠をとることも出来ていたが、遠距離の通い漁業のため

それも出来ず、漁港に建てられたプレハブ仮設の番屋(図 4-7 右)や車で仮眠をとりなが

ら、数週間帰宅せず、漁業に従事し続ける等、非常に厳しい労働環境となっていた。<A
集落>や<B 集落>では、ホタテやホヤを主たる収穫物としており、例年、10 月~2 月(ホタ

テ)、4 月~7 月(ホヤ)が繁忙期であり、この数か月間においては、過酷な労働を強いられる

こととなった。 
両集落の発災 4 年半時点での通い漁業の継続状況をみる。<A 集落>では、比較的若い就

業者が多いため、多くの漁家が負担の大きい通い漁業を継続し、2016 年春頃造成工事終了

予定となっていた、集落の高台移転地での住宅再建を望んでいた。一方、<B 集落>におい

ては、高齢の漁師が多く、負担の大きい通い漁業の継続は厳しい状況にあり、遠距離の通

い漁業となった 5 戸すべてが、漁業継続を断念、廃業し、半島外の石巻市中心市街地に近

い地域に移住した。 
以上より、漁家の経営状況や漁師の年齢層といった、集落の震災以前の漁業実態が、遠

距離の通い漁業の継続要件の 1 つとなっていることが明らかになった。 
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図 4-9.雄勝半島における通い漁業の実態 
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4-3-3.市街地への漁家の流出 

  

集落と中心市街地との距離は、買い物や通院といった生活上の利便性や、漁師以外の家

族が市街地に働きに出ての兼業での漁業経営の成立のしやすさといった観点から、震災後

の漁業の継続状況にも関与していると想定される。そこで中心市街地との距離が異なる 2

集落、<B 集落>,<D 集落>における、震災後の漁業の継続状況をみる(図 4-10)。各集落の中

心市街地からの距離をみると、<B集落>は石巻市中心市街地から車で 1 時間(約 40km)、<D

集落>は大船渡市中心市街地から車で 20 分(約 15km)の距離にある。 

 
＜震災以前の漁業実態＞ 

 まず両集落が属する漁業地区の漁業実態より、震災以前の集落の漁業実態をみる。両集

落が属する漁業地区は、<B 集落>が「雄勝東部」、<D 集落>が「越喜来」となっている。両

地区の漁業経営体数は 160 経営体前後、就業者数は 350 人前後と同程度となっている。年

間販売金額 300 万円未満の経営体の割合は差があるものの、60 歳以上の就業者が全体に占

める割合はおおよそ同程度となっている。 

 

＜震災後の漁業の継続状況＞ 

発災から 4年半が経過した時点での各集落の漁業の継続状況、及び集落を含む地域の復

興状況をみる（図 4-10）。 

まず、中心市街地からの距離が遠い、<B 集落>をみる。雄勝半島においては、震災以

前、雄勝湾沿いの集落において、半島内住民の生活に欠かせない、商店や病院、ガソリン

スタンド等が立地し、半島先端部に位置する<B 集落>からでも、車で 15-20 分程で行くこ

とが出来ていた。しかし、震災後、津波により、それら内湾沿いの集落が壊滅したことに

より(図 4-11,4-12)、半島内で暮らす住民は非常に不便な生活を強いられるようになっ

た。震災後、半島内に仮設の診療所や行政の支所は開設されたものの(図 4-13,14,15)、雄

勝半島の住民は、食料品や生活用品の買い物、施設の整った医療機関への通院等は、車で

1 時間程度かかる石巻市中心市街地まで行かなければいけない状況にあった。車の運転が

出来ない高齢の住民も多く、行政による乗合いバスは運行されていたものの、便数は十分

ではなかった。 

雄勝半島内の生活上の利便性の再建が見通せない状況の中、震災において住居の被災の

無かった住民においても多数、雄勝半島を離れ、生活上の利便性の高い石巻市中心市街地

表 4-2.各漁業地区の震災以前の漁業実態 

漁業地区
漁業経営体
(経営体)

漁業就業者
(人)

60歳以上就業者数
割合(%)

年間販売金額300万円未満の
経営体の割合(%)

雄勝東部 182 341 67.4 70.3
越喜来 152 363 49.3 39.5
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へ移住することとなった。特に高齢の夫婦のみで暮らしていた世帯において、将来の生活

不安から、子供や親戚のいる市街地へと移住する例が多くみられた。 
<B 集落>においても、住宅被害のなかった漁家 14 戸のうち、5 戸が漁業を廃業し、内陸

部へと移住した。集落を離れた 5戸は全て、震災以前、高齢の夫婦のみで暮らしていた漁

家であり、漁業を廃業し、家族の住む石巻市中心市街地、仙台市へと移住していった。 

続いて、大船渡市中心市街地から車で 20 分(約 15km)の距離に位置する<D 集落>におけ

る漁業の継続状況をみる。<D 集落>では震災以前、22 戸の漁家がほたて養殖を営んでいた

が、震災により多くの漁家が漁船・養殖施設の流出といった被害を受けた。震災後、7,8

戸の漁家が、初期投資のかかるほたて養殖での漁業再開を断念し、比較的再開しやすいわ

かめ養殖に切り替えたものの、漁業自体を廃業した漁家はいない。2015 年 12 月時点で、

仮設住宅に住む漁家は全て、集落内高台移転地にて住宅を再建中で、市街地への漁家の流

出は起きていない。 
<B 集落>と比較して、集落外への漁家の流出が少ない要因として、集落の従来からの市

街地との距離の近さによる、生活上の利便性の高さが考えられる。<D 集落>では、震災以

前から集落の漁家の 3分の 2 以上が兼業経営体であり、漁師以外の家族が大船渡市中心市

街地で働きながら家計を支えていた。また震災後、小さい子ども 2人を育てながら漁業に

新たに参入する若い後継者も見られ、地域の生活上の利便性の高さが伺える。 

以上より、各集落の中心市街地との距離は、震災後の漁業継続状況、漁家の漁業廃業を

ともなう集落外への移住状況に関与していることを明らかにした。 
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図 4-10.各集落と中心市街地との距離、漁業継続状況 
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図 4-12.震災直後の図 4-11 と同地点の様子 

（2015.6 現地調査時、地元漁業従事者宅にて拝見） 

 

図 4-11.震災以前の雄勝半島の市街地部 

（2015.6 現地調査時、地元漁業従事者宅にて拝見） 
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図 4-13.仮設診療所 – 震災後、半島内唯一の医療機関 

（2015年 6月 筆者撮影） 

図 4-14.石巻市雄勝支所（仮設） 

（2015年 6月 筆者撮影） 
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図 4-15.仮設商店街（元町役場跡地に建設） 

（2015年 6月 筆者撮影） 

 

図 4-16.E 集落漁港 

（2015年 12月 筆者撮影） 
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4-3-4.集落住民の流出による陸上加工作業者の不足 

  

震災後の通い漁業に関する課題の一つとして、繁忙期の陸上での水産物加工作業の担い

手不足が挙げられる。 

 

＜養殖漁業の繁忙期における陸上での水産物加工作業＞ 

 震災以前、三陸沿岸の漁業集落で営まれてきた養殖漁業は、取り扱う水産物の種類にもよ

るが、通常、1 年のうち数度、収穫の最盛期を迎える。例えば、ホタテ養殖においては秋か

ら冬(10 月～3 月)、ホヤ養殖においては夏(6～8 月)の数か月間が繁忙期となる。繁忙期に

おいては、長時間の漁業従事を数か月間行なうことになる。 

 震災以前、三陸沿岸の漁業集落では、繁忙期に、漁港周辺の番屋に漁家以外の集落住民が

多数集まり、水産物の加工作業を手伝う光景がみられた(図 4-17)。例えばホタテの最盛期

には、番屋に集まった集落住民によって、稚貝に穴をあけ、糸を通す「耳吊り」(図 4-18,19)

や、ロープに大人貝を差し込む「挟み込み」といった作業が行なわれる。彼らは、作業する

内容によって、「むきこ」「つりこ」「ばんこ」と呼ばれていた。現役の漁師が海上にて水産

物を収穫し、番屋に運び、それを漁師以外の集落住民が加工するという一連の流れが、夜中

の操業開始から夕方過ぎまで連続して行なわれるのが、繁忙期にみられた光景であった。加

工作業の担い手の人数は、漁家の経営規模にもよるが、<A 集落>では、毎日 10 人程が 1 つ

の漁家の番屋に集まっていた。 

番屋で行なわれる加工作業の出来・量は、当年、もしくは次年以降の収穫量に大きく関わ

るものである。各漁家には、例年作業を依頼する住民が決まっており、毎年同じ住民が番屋

に集まることが多い。集落の熟練した担い手に、出来るだけ多くの作業を手伝ってもらうこ

とは、漁家にとっては漁業の大きな助けとなる一方で、集落住民、特に年金暮らしの高齢者

にとっては、作業を行なうことで漁家から支払われるアルバイト代は、貴重な副収入となっ

ていた。 

三陸沿岸の漁業集落では、陸上での加工作業も含めて、集落全体で職住一体の漁業が行な

われていたと捉えられる。 

  

＜震災後の陸上加工作業者不足の実態＞ 

 震災後、特に中心市街地から遠い集落では、漁家に加え、漁家以外の集落住民も多数、

生活上の利便性を求め、集落外へと移住してしまい、繁忙期の陸上加工作業の担い手が不

足することとなった。 

 <B 集落>での担い手不足の実態をみる。<B 集落>では、生活上の利便性を求め、特に高

齢の集落住民が多数、市街地へと流出した状況にあった。震災以前、<B 集落>の漁家は、

集落内もしくは隣接する<A 集落>の住民に加工作業を依頼していた。作業の担い手の多く
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が 60 代、70代の高齢者であり、単身もしくは夫婦のみで暮らしていた住民であった。<B

集落>内に住む住民は徒歩で、隣接集落の住民は車で番屋へと集まってきていた。 

しかし、震災後、集落住民が多数市街地へと流出したことにより、繁忙期に陸上加工作

業の担い手が十分に集まらなくなっていた。市街地に移住した住民のうち、車の運転が出

来る比較的若い人の中には、移住後も毎年繁忙期に車で<B 集落>に作業を行ないに来る人

もいたが、その数は十分ではなかった。担い手不足を補うため、震災以前は作業に参加し

ていなかった集落住民にも新たに依頼をする等しているが、震災以前と比較して、作業量

は減少してしまった。2015 年 6 月時点で<B 集落>では、漁港・漁船の復旧は既に終わり、

水産業関連施設は震災以前と同等に回復しつつあったが、陸上加工作業の担い手不足によ

り、各漁家は、水産物の収穫量を下げざるを得ず、収益が上がらない状況にあった。 

 <B 集落>と同様の問題は、半島内の他の集落でもみられ、漁家は様々な対応を迫られて

いた。雄勝半島の内湾沿いに立地する O 集落では、震災により集落のほぼ全ての住居が流

されたため、深刻な陸上加工作業の担い手不足となった。震災後、漁師が乗り合いバスを

手配して石巻市中心市街地や内陸部へと移住した住民の転居先を回り、集落までの送迎を

行なう等していたが、バスや運転手の手配、燃料代などにより、多くの経費がかかり、漁

業経営の負担となっていた。 

 以上より、震災後、陸上加工作業の担い手不足に直面した漁家が、水産物の収穫量の減

少を余儀なくされていた状況が明らかになった。また、担い手不足の問題は、収穫量の減

少という経済的な課題に加え、集落の住民が番屋に一堂に会し、共に作業を行なう慣習の

喪失という意味で、漁業集落の地縁的な損失と捉えることが出来る。 
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図 4-17.番屋でのホヤの加工作業風景 

（2015年 6月 筆者撮影） 

図 4-18.番屋でのホタテの「耳吊り」作業風景 

（2013年 11月 筆者撮影） 
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図 4-19.番屋でのホタテの「耳吊り」作業風景 2-夜中から夕方まで休みなく続く 

（2013年 11月 筆者撮影） 

図 4-20.水揚げされたホタテ- 毎日この 3 倍のホタテを集落住民総出で加工する 

（2013年 11月 夜中 1 時 筆者撮影） 
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4-3-5.家族経営から組織経営への移行による通い漁業の継続 

  

<C 集落>では、震災以前の漁家それぞれの家族経営から、組織的な漁業経営へと移行す

ることで、漁家の多くが集落外にて住宅を再建しながらも、通い漁業を継続していた。 

 

＜震災以前の漁業の実態＞ 

まず、<C 集落>で行われてきた漁業の歴史をみる。<C 集落>では 1960 年頃までは、遠

洋・近海・沿岸漁業と、様々な漁業が行なわれていた。明治時代には小型の船を用いての

底引きや刺し網漁が行なわれ、大正時代に入り大型の船が作られるようになると、牡鹿半

島先端に位置する金華山沖に出てのトロール漁やカツオの一本釣り等、遠洋・近海漁業が

行なわれるようになった。昭和 10～20 年頃には、<C 集落>は牡鹿半島全体の遠洋・近海漁

業の基地として栄え、87 世帯(人口約 500 人)のほとんどが漁家であり、それ程大きくない

漁港に 20ｔ級の船が 6 隻並んでいた。それらの船には<C集落>以外からも多くの船員が集

まり、牡鹿半島内の他の集落や現在の石巻中心部に住む船乗りも多く乗っていた。そうい

った<C 集落>以外に住む漁師のための旅館、酒屋等も多く建ち並び、牡鹿半島の漁業の中

心地としてにぎわっていた。終戦後も、残った地元漁師 21 人でカツオ漁を再開し、イン

ド洋において約 2 か月間かけてのマグロまき網漁等を行なっていた。大正時代から戦後に

かけて、集落外からの通い漁業が行なわれていたことが分かる。 
 しかし、石巻市中心部に鉄道が開通すると、遠洋・近海漁業の基地としての役割は、交

通の便の悪い<C 集落>から石巻市中心部へと移っていった。また 200 海里規制によって遠

洋・近海漁業が衰退し、牡鹿半島においても養殖漁業への転換が図られた。ある集落にお

いてかき養殖が始まると、周辺の集落も養殖漁業を始めるようになった。入り組んだリア

ス式の海岸線によってつくられる穏やかな湾が多い為、牡鹿半島は養殖漁業に適してい

た。また、遠洋漁業を営んでいた漁師にとっても、数か月の航海後、1,2 週間程度、陸で

休んでまた数か月の航海に向かい、家族とほとんど一緒に過ごすことの出来ない生活では

なく、毎日家から歩いて漁に向かう、養殖漁業の従事形態への変化を歓迎したという。 
<C 集落>は、山から湾に栄養を含んだ大量の水が流れ込む為、かきやほたての育ちがよ

く、半島内でも特に養殖業に適していた。遠洋漁業から養殖漁業への転換が進む中、集落

外から船乗りが訪れることはなくなり、旅館などは徐々に姿を消した。かき養殖が最も盛

んであった昭和 35 年頃には<C 集落>の 87 世帯のうち 42 世帯がかき養殖を行なう漁家で

あった。昭和 40 年には湾内に並ぶかき養殖筏の数を制限する為、漁家 1 軒につき 6 台ま

での制限が設けられたが、それでも年間 2000 万円程の売り上げを誇っていた。遠洋から

養殖へと漁業種類が変わり、職住一体の生活への転換が図られた時期と言える。 
 養殖業によって栄えた<C 集落>であったが、昭和 40 年頃から車社会に変わっていったこ

と、また牡鹿半島先端にある集落と比べ、石巻市中心部に近かったこと等から、それまで

のように中学卒業後すぐに漁師になるのではなく、石巻市中心部にある高校、更には大学
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へと進学し、都会で会社員として働く人が増えていった。そのため漁業の後継者が不足

し、漁師の高齢化、更には地域の過疎化が進んだ。 
 震災時には、<C 集落>には 65 世帯(人口約 150 人)が存在したが、そのほとんどが単身、

もしくは夫婦 2 人で暮らす高齢者の世帯であった。カキを中心とした養殖漁業を行なって

いた漁家が 19 世帯、その他刺し網等を行なう漁家が数世帯あったが、漁師のほとんどが

60 代もしくは 70 代であった。従事者は高齢ではあるものの、子育てを終えた世帯も多

く、夫婦 2 人もしくはその親夫婦のみで漁業を営む世帯が多かった。養殖筏 4 台ほどを所

有する漁家が多かったが、それでも年間 1000 万～1500 万売り上げていた。元々船乗りへ

の年金は高いうえ、養殖漁業に欠かせないむきこ、つりこといったお手伝いの人数もそれ

程多くはなく、人件費なども多くはなかったため、収入としては十分であった。 
 以上より、かつて<C集落>が遠洋漁業の基地として栄えた時代には、集落外からの船乗

りによる通い漁業を行なわれ、養殖漁業への転換とともに職住一体での漁業従事へと変化

していったことが明らかになった。 
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＜被災状況、漁業再開手法＞ 
 東日本大震災において、<C 集落>には 15ｍ以上の津波が押し寄せ、多くの住宅が流され

た(図 4-21)。震災以前は 65 世帯があったが、発災から 4 年半時点では 6 世帯が集落内で居

住しているのみとなっていた。将来的には高台移転等によって 5 世帯が戻ってくる予定で

はあったが、震災により人口が激減した状況にあった。 
 <C 集落>では津波被害の大きさから、震災後、漁家それぞれでの養殖漁業の再開は難し

い状況にあった。そこで、宮城県が策定した被災沿岸部の漁業振興策である「水産業復興特

区」構想に参加することで漁業再開を図ることとした。水産業復興特区構想は、漁業権の取

得に関する要件を緩和することで、漁業への新たな参入者を増やし、産業としての活性化を

図ることを目的としたもので、それまでは認められてこなかった民間企業の漁業権取得、漁

業操業を可能とする制度であった [62]注 18。 
 <C 集落>では、震災後、集落内の漁師 14 名と、仙台市に拠点を置く大手水産会社が合同

で、かき生産会社を設立し、水産業復興特区制度を利用、2013 年 8 月、組織として漁業権

を取得、漁業を操業することとなった。組織としての漁業経営となったことで、漁師は会社

の従業員として働くこととなり、震災以前の、漁家それぞれで操業日数・操業時間が異なる

従事形態から、週休 2 日制、給与制といった勤務形態へと変わった。また、会社としての漁

業経営となることで、若い世代の漁師を複数の熟練漁師によって育てる等、新規参入者の獲

得も目指していた注 19。震災後、<C 集落>では、10 代から 40 代の若い世代の新たな後継者

が 4 名現れた。同時に、インターネットを活用し、漁協を介さない独自の水産物の販路を開

拓、水産物の集落独自のブランド化を進め、更には集落外からの新たな移住者・漁業の後継

者の獲得を目的とした、漁業体験学校を開催する等、様々な手法で漁業の復興を進めている

状況にあった。 
 震災以前の漁家それぞれの漁業経営から、組織的な漁業経営へと移行し、震災以前にはみ

られなかった新たな手法によって、漁業復興を進めている事例として捉えられる。 
 

 
注18 水産業復興特区は、民間企業の漁業への参入による、新たな水産物販売経路の開拓等を行ない、震災

以前から経営悪化等の問題を抱えていた三陸沿岸の漁業を改善しようとする試みであった。しかしその

後、様々な要因により、宮城県内で水産業復興特区への申請を行なったのは<C 集落>のみとなった。 
注19 通常漁家それぞれの家族経営の場合、漁業権は家族内で代々後継されていくので、集落外からの新規

移住者が新たに漁業権を獲得するのは容易ではない。 
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図 4-21. 湾沿いの低地-以前は多くの住宅が立ち並んでいた（2014年 4 月筆者撮影） 

図 4-22.漁港に新設された合同会社社屋（2014年 4 月筆者撮影） 
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＜組織的経営による通い漁業の従事実態と課題＞ 
 通常、漁業権保有においては、漁家の集落内居住が原則であるが、<C 集落>のように、

漁家単体ではなく、組織として漁業権を取得した場合には、この限りではない。組織とし

ての拠点が集落内に存在し、組織の一員が集落内に居住していれば、漁業権を保有出来

る。<C 集落>では、震災後、漁港周辺に合同会社の加工施設を建設し、また、漁師数名が

集落内での居住を継続している。そのため、住宅を被災し、集落外の仮設住宅に入居した

漁家においては、集落内での住居再建が、漁業権保有の要件ではなくなった。<C 集落>で
は、65 世帯中、60 世帯以上が被災し、集落には 6 世帯が居住するのみとなり、多くの漁

家は、石巻市中心市街地に近い地域にて住宅を再建し、車で 30 分程かけて<C 集落>漁港

へと通っている（図 4-23）。 
 多くの漁師が通い漁業となることで、漁業従事形態に変化が生じている。例えば、震災

以前、厳しい暑さとなる夏には、早朝に作業を始め、日中は家で休み、涼しくなった夕方

に作業を再開していたものの、震災後は早朝の作業開始から昼過ぎまで連続して働かざる

を得なくなっている。 
 一方、通い漁業となる場合、漁港から離れた場所に住み、漁場の様子が見えなくなるこ

とで、当日の操業の判断や、急な時化の際の漁船の避難が難しくなるといった不便が生じ

るが、<C 集落>では、集落内での居住を続ける漁師が、当日の天候・漁場の様子をみて、

集落外に住む漁師に操業の判断を伝える等、組織的な漁業経営ならではの方法で、それら

の不便を乗り越えようとしている。 
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図 4-23.桃浦における通い漁業 
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4-4.恒久住宅再建後の漁業従事実態 

 
4-4-1.対象地域の概要 

 
前節において分析対象とした地域のうち、震災後、特に遠距離の通い漁業を強いられ、従

事負担が増加していた宮城県石巻市雄勝半島内の漁業集落について、恒久住宅への移行完

了後の、各集落の住民の回帰状況や漁業の継続状況を明らかにし、震災による職住一体から

職住分離の漁業従事への変化が、集落復興に与えた影響について考察する。 
 
4-4-2.雄勝半島における恒久住宅への移行 

 
まず、雄勝半島における、仮設から恒久住宅への移行時期を明らかにするため、防集事業

によって新たに造成された高台団地の造成工事の完了時期、及び半島内の仮設住宅入居者

数の推移をみる。 
雄勝半島では、防集事業によって、最終的に 16 団地が造成された。造成工事は、2014 年

に 2 団地、2015 年に 8 団地、2016 年に 5 団地が完了となり、2017 年 6 月に最後の地区に

て宅地引き渡しが行なわれている(図 4-24)。また、半島内の仮設住宅の入居者数の推移をみ

ると(図 4-25)、2015 年 12 月～2016 年 1 月にかけて、入居者数が 199 人から 151 人と大き

く減少し、以降入居者数の減少は加速している。以上より、雄勝半島においては、2015 年

から 2016 年にかけて、仮設から恒久住宅への移行が本格化したと言える。 
半島外に避難し、半島への回帰を目指していた漁家においては、半島内の恒久住宅の整備

が進むまでの少なくとも 4 年間は、通い漁業を強いられていたとも捉えられる。避難生活

を送りながら、数年間、負担の大きい通い漁業に従事しなければいけない状況は、漁業継続

をより困難にしたと考えられる。 
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図 4-24.雄勝半島における震災前後の漁業集落実態の変化 

図 4-25.雄勝半島におけるプレハブ仮設住宅入居状況の推移 



80 

 

4-4-3.集落住民の回帰状況 

 
恒久住宅整備完了後の、雄勝半島における住民の回帰状況をみる。低地部において住宅の

移転を余儀なくされた移転促進区域の住戸数と、防集事業により造成された高台団地内の

住宅用宅地区画数をみると、全ての集落において、造成された区画数は、移転促進区域内住

戸数の半数以下となっている。また、10 区画以下の高台団地も複数存在している。 
更に、雄勝半島全体における、移転促進区域内住戸数は 942 戸、高台団地内の住宅用宅

地区画数は、193 区画となっている。雄勝半島を含む石巻市全体(2,762 戸→1,214 区画)と
比較すると、大幅な減少となっており、雄勝半島が市内でも集落住民の流出が特に大きい地

域であることが分かる。 
雄勝半島では、恒久住宅の整備完了後、半島全体で集落住民の減少が進んでしまったこと

が明らかになった。 
 
4-4-4.震災以前の漁業実態による漁業継続状況の違い 

 
震災前後 10 年間の漁業継続状況をみるため、漁業センサス 2008-2018 における漁業基盤

に関する指標の変化を分析する。雄勝半島は、漁業センサスにおいて、外洋に面する雄勝東

部地区(7 漁業集落)と、湾内に面する雄勝湾地区(6 漁業集落)に分かれている。  
(1)震災前(2008 年)の各漁業地区の漁業実態 

4-3-2.で述べたように、雄勝東部地区では、震災以前から 60 歳以上の高齢の就業者が多

く、零細経営体が多数存在した一方、雄勝湾地区では、比較的若い就業者が多く、高額の販

売金額を有する経営体も多数存在しており、漁業実態が異なっていた。 
(2)震災後(2018 年)の各漁業地区の漁業の継続状況 
雄勝半島における防集事業の完了後である 2018 年における地区ごとの漁業実態をみる。 

まず、両地区の 2008 年・2018 年の 2 時点における漁業経営体数の変化をみると、雄勝東

部地区では、182 経営体→60 経営体(67.0%減少)、雄勝湾地区にて 91 経営体→45 経営体

(50.5%減少)となっており、雄勝東部地区にて、経営体数の減少が大きい。就業者数につい

ても、雄勝東部地区において 341 人→114 人(66.6%減少)、雄勝湾地区において 300 人→

156 人(48.0%減少)、と同様の結果となっている。 
震災以前から高齢かつ零細経営体が多く存在した雄勝東部地区では、多数の漁家の廃業

がみられる一方、若手の就業者が多数存在し、高額の販売金額を有していた経営体も多く存

在した雄勝湾地区では、恒久住宅の整備完了後も、比較的漁業を継続している漁家が多い。 
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4-4-5.専業漁家を中心とした半島への回帰 

 
雄勝半島では、漁家が、生活上の利便性の高い半島外の市街部に住みながら、通い漁業を

継続することは、その従事負担の大きさから、難しい状況にある。仮設住宅に避難していた

漁家が、本格的な漁業経営を継続していくためには、少なくとも半島内に回帰する必要があ

ったと考えられる。 
両地区における、震災前後の個人経営体の専業・第一種兼業・第二種兼業の割合の変化を

みていく(図 4-26)。2008 年から 2018 年における専業(世帯の収入が漁業のみ)、及び第一種

兼業(漁業以外の仕事からの収入もあるが、漁業収入の方が大きい)経営体、が全体に占める

割合の変化をみると、雄勝東部地区にて 71.8%→90.0%、雄勝湾地区にて 84.8%→97.6%、

となっている。両地区において、漁業による収入が世帯収入の過半以上を占める漁家の割合

が増加している。 
また、2008 年から 2018 年における販売金額別の経営体数の割合の変化をみると(図 4-

27)、販売金額 100 万円未満の零細経営体の割合は雄勝東部地区にて 44.5%→21.7%、雄勝

湾地区にて 27.5%→8.9%と、両地区にて減少している。震災以降、雄勝半島では、零細経

営体が占める割合が大きく減少し、両地区の平均販売金額も、2008 年から 2018 年におい

て、増加している。 
これらの変化は、漁家の中でも特に、漁業を主たる収入とする、販売金額の大きい漁家が

集落もしくは半島内の近隣集落へと回帰し、一方、漁業以外に十分な収入を得る手段のあっ

た販売金額の小さい零細経営体は漁業を廃業し、半島外に流出したことを示している。雄勝

半島においては、比較的、漁業経営状況が良好であった専業・第一種兼業経営体が中心とな

って、半島へと回帰し、漁業が継続されていると言える。 
しかし、2015 年時点で課題となっていた、漁家以外の集落住民の流出による、繁忙期の

陸上での加工作業の担い手不足は、その後も解消されていない。繁忙期の陸上での加工作業

者数を示す、「陸上作業従事者数」をみると、2013 年以降、半島内では比較的多くの経営体

が漁業を継続している雄勝湾地区においても、減少し続けている。沿岸・養殖業の収穫にお

いて重要な役割を担う加工作業者の減少は、漁家以外の集落住民の流出を示し、専業漁家を

中心として漁業の継続を図る中、課題と言える。 
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図 4-26.各漁業地区の専兼業別経営体数 

図 4-27.各漁業地区の販売金額別経営体数 
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4-5.小括 

本章のまとめを以下に示す。 
 

1) 震災以前、三陸沿岸の漁業集落では漁業従事のしやすさ等から、職住一体の生業として漁業  
が営まれ、漁港の至近に漁家が建ち並ぶ光景がみられた。しかし、震災後、被災漁家の内陸の仮

設住宅への入居や、復興計画において沿岸集落の高台移転が方針として定められたことによっ

て、漁家が漁港から離れた場所に住み、車で漁港へ通う、職住分離の「通い漁業」が行なわれる

こととなった。従来、漁家の集落内での居住を要件とする漁業権については、震災特例措置とし

て集落外へ避難した漁家に対しては継続保有が認められたものの、あくまで暫定的な措置とな

っており、今後、集落外移転者については漁業権の保有が認められず、廃業となる可能性もある。 

 
2)震災後、仮設住宅からの通い漁業が行なわれていた地域においては、漁業従事や集落復興に関

して、様々な課題が生じていた。遠距離通い漁業を強いられた地域では、漁業従事負担が増加し、

非常に厳しい労働環境となっていた。震災以前から高齢の漁師が多く存在した集落では、その従

事負担の大きさから、多くの漁家が漁業を廃業してしまい、集落の漁業存続自体が危ぶまれる状

況にあった。漁業従事者は、休息の場としてプレハブの番屋を活用していたが、将来の他の地域

での津波災害後においては、十分に休息の取れる整った番屋の整備が、通い漁業の従事負担の軽

減、更には地域の漁業を継続する上でも重要である。 
また、震災以前、三陸沿岸の漁業集落では、収穫の繁忙期に、漁家以外の集落住民が多数番屋

に集まり、加工作業を手伝う光景がみられたが、震災によって壊滅的な被害を受けた地域では、

集落住民が多数、生活上の利便性を求め、市街地へ流出し、陸上加工作業者が不足することとな

った。担い手不足の問題は、収穫量減少という経済的課題に加え、集落の住民が番屋に一堂に会

し、共に作業を行なう慣習の喪失という意味で、漁業集落の地縁的な損失と捉えることが出来る。 
三陸沿岸部のように漁家以外の集落住民も含め、多世代で養殖・沿岸漁業が営まれている地域

においては、漁港や漁船のみ復旧を進めても、漁業の再建に直ちに繋がらないことは、今後の津

波災害における漁業集落復興に生かすべき知見である。 

 
3) 震災後、負担の大きい遠距離通い漁業を強いられていた石巻市雄勝半島では、恒久住宅再建

後、多くの零細漁家が廃業し、漁家以外の集落住民も多数流出する中、震災以前から経営状況が

良好で、漁業を世帯の主な収入源とする漁家が中心となって半島に回帰、漁業を継続している。 
震災後の遠距離の通い漁業を経て、半島に回帰し、漁業を継続する雄勝半島の漁家においては、

元々市街部からも遠い地理条件に加え、集落住民が大幅に減少した半島内における就業・就学と

いった生活上の利便性の低下や、それに伴う漁業従事者以外の家族が市街地に移住しての世帯

分離の発生等、集落存続にかかわる課題は継続したままである。 
震災を経て、集落実態が大きく変わった中、どのように漁業を継続し、定住の形を整えていく

のか。震災から 10 年以上が過ぎた現在、検討すべき課題となっている。 
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第 5 章 結論 
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5-1.各章の結論 

 
 本研究では、岩手・宮城県内の東日本大震災の津波被災漁業集落が立地する沿岸部を対

象に、漁業集落の漁業実態・集落実態について広域・相対的な分析を行ない、集落復興に

関する課題を考察した。本章では、終章として各章での結論をまとめる。 

 

第 2 章 被災漁業集落の住まいと漁業に関する被災・復旧状況 

 

1)東日本大震災における沿岸部の住まいや漁業に関する被害は、過去に日本で発生した津

波災害と比較しても、類をみない規模となっており、特に岩手・宮城県は、津波被害の中

心となっていた。従来、職住一体の生業として漁業が営まれてきた三陸沿岸部の漁業集落

においては、震災によって、住まいと生業の場が同時に失われた状況にあった。 

[63] 

2)各市町村は、震災から 1 年以内に、復興まちづくりの総合計画として復興計画を策定

し、被災漁業集落の住まいや漁業に関する整備方針を定めている。各市町村は、将来の津

波災害に備え、被災集落の沿岸低地部での再居住の禁止・集落の高台移転の徹底を基本方

針として掲げ、結果として、従来より職住一体の生業として漁業が営まれてきた三陸沿岸

部の漁業集落において、職住分離が進むこととなった。 

多くの市町村は、漁業集落部分について、個々の集落の具体的な土地利用計画は設け

ず、居住地高台移転の方針の掲示に留めている。甚大な被害が生じた震災から 1 年以内と

いう短期間で策定された復興計画においては、居住地の高台移転方針の掲示のみにとどめ

たことは、三陸沿岸の多様な集落ごとの復興計画策定の難しさを示す一方、各集落の地域

性を考慮した丁寧な復興事業の可能性を残したとも捉えられる。 

 

3) 復興計画に基づき進められていった被災者の住まいに関する復興事業の進捗をみる

と、岩手・宮城県では、発災から 4 年が経過した時点で、仮設から恒久住宅への移行が本

格的に始まり、防災集団移転促進事業による高台造成も 2018 年度に完了した状況にあ

る。しかし、被災者のプレハブ仮設住宅での避難生活は最大 10 年に及び、阪神淡路大震

災においては、発災から 5 年後にはプレハブ仮設住宅が全て解消されたことと比較しても

[61]、その長さが分かる。また、両県では、防集事業によって造成された高台団地において

も、住宅再建の見込みのない空き区画が多数生じており、復興事業が長期化する中、多く

の住民が集落外へと流出した状況にある。 

一方、漁船、漁港等の漁業基盤の復旧は、特に発災後 3年間において、早急に進められ

ており、被災沿岸地域の生業の早期の復旧が、地域全体の復興に直結する課題として重要

視され、優先して進められていったと捉えられる。 
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第 3 章 震災前後 10 年間（2008 年-2018 年）の漁業実態の変容 

 

1) 岩手・宮城県の沿岸部では、震災以前から、漁業経営体や漁業就業者は減少傾向にあり、 

60 歳以上の高齢の漁業就業者が全体の約半数を占める等、漁業実態に関する課題を抱えた

状況にあった。 

震災被害により対象地域の漁業基盤は大きく減少したが、2013 年以降、両県の経営体数

や就業者数の急激な減少は止まり、横ばい状態となっている。経営状況にも回復傾向がみら

れる等、漁船・漁港の復旧が本格化した 2013 年以前・以後で、漁業実態の変化は異なって

いる。一方、就業者の主力の高齢化等、震災を前後する 10 年間において、より一層進んで

しまった課題もあり、地域の主産業である漁業の持続性をどう確保するのか、考えていかな

ければならない。 
 
2)岩手・宮城県内の全漁業地区について、各地区の 2008 年時点における漁業実態と、2018 
年時点における漁業の継続状況を重ねて分析を行なった。結果として、震災以前、比較的若

手の就業者が多く存在し、良好な漁業経営状況にあった漁業地区においては、震災後の漁業

経営体や漁業就業者の減少が小さい一方、震災以前から漁業経営の悪化や就業者の高齢化

が進んでいた地区においては、漁業経営体・就業者の大きな減少がみられることが明らかに

なった。震災以前の地区の漁業実態の違いが、震災後の漁業の継続状況にも関与していると

捉えられる。漁業が主産業の一つである三陸沿岸部において、震災後の各漁業地区の漁業継

続状況は、地域の復興に直結する要素である。各地区において求められる復興計画や復興支

援のあり方について考える上でも、震災以前も含めた漁業実態の違いを考慮する必要があ

る。 
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第 4 章 職住分離「通い漁業」の発生による集落復興への影響 

 

1) 震災以前、三陸沿岸の漁業集落では漁業従事のしやすさ等から、職住一体の生業として 
漁業が営まれ、漁港の至近に漁家が建ち並ぶ光景がみられた。しかし、震災後、被災漁家の

内陸の仮設住宅への入居や、復興計画において沿岸集落の高台移転が方針として定められ

たことによって、漁家が漁港から離れた場所に住み、車で漁港へ通う、職住分離の「通い漁

業」が行なわれることとなった。従来、漁家の集落内での居住を要件とする漁業権について

は、震災特例措置として集落外へ避難した漁家に対しては継続保有が認められたものの、あ

くまで暫定的な措置となっており、今後、集落外移転者については漁業権の保有が認められ

ず、廃業となる可能性もある。 
 
2)震災後、仮設住宅からの通い漁業が行なわれていた地域においては、漁業従事や集落復興

に関して、様々な課題が生じていた。遠距離通い漁業を強いられた地域では、漁業従事負担

が増加し、非常に厳しい労働環境となっていた。震災以前から高齢の漁師が多く存在した集

落では、その従事負担の大きさから、多くの漁家が漁業を廃業してしまい、集落の漁業存続

自体が危ぶまれる状況にあった。漁業従事者は、休息の場としてプレハブの番屋を活用して

いたが、将来の他の地域での津波災害後においては、十分に休息の取れる整った番屋の整備

が、通い漁業の従事負担の軽減、更には地域の漁業を継続する上でも重要である。 
また、震災以前、三陸沿岸の漁業集落では、収穫の繁忙期に、漁家以外の集落住民が多数

番屋に集まり、加工作業を手伝う光景がみられたが、震災によって壊滅的な被害を受けた地

域では、集落住民が多数、生活上の利便性を求め、市街地へ流出し、陸上加工作業者が不足

することとなった。担い手不足の問題は、収穫量減少という経済的課題に加え、集落の住民

が番屋に一堂に会し、共に作業を行なう慣習の喪失という意味で、漁業集落の地縁的な損失

と捉えることが出来る。三陸沿岸部のように漁家以外の集落住民も含め、多世代で養殖・沿

岸漁業が営まれている地域においては、漁港や漁船のみ復旧を進めても、漁業の再建に直ち

に繋がらないことは、今後の津波災害における漁業集落復興に生かすべき知見である。 
 
3) 震災後、漁家が集落から遠く離れた仮設住宅に入居し、負担の大きい遠距離の通い漁業

を強いられていた宮城県石巻市雄勝半島では、恒久住宅再建後、多くの零細漁家が廃業し、

漁家以外の集落住民も多数流出する中、震災以前から経営状況が良好で、漁業を世帯の主な

収入源とする漁家が中心となって半島に回帰し、漁業を継続している。 
震災後の遠距離の通い漁業を経て、半島に回帰し、漁業を継続する雄勝半島の漁家におい

ては、元々市街部からも遠い地理条件に加え、集落住民が大幅に減少した半島内における就

業・就学といった生活上の利便性の低下や、それに伴う漁業従事者以外の家族が市街地に移

住しての世帯分離の発生等、集落存続にかかわる課題は継続したままである。 
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5-2.総合的な考察 

 

各章で得られた結果より、東日本大震災の津波被災漁業集落の復興について、今後の展

望、求められる復興のあり方について述べる。 

 

＜通い漁業の今後＞ 

住まいや漁業に関する行政のハード面での復興事業が完了した段階においても、三陸沿

岸の多くの漁業集落においては、過疎高齢化、漁業経営の悪化といった震災以前からの地

域の課題が一層深刻化してしまった状況にある。 

雄勝半島（第 4 章）のように、漁業に関するハード面での復興は完了したものの、漁家

以外の集落住民の流出により、繁忙期の加工作業者が不足し、収穫量の減少を余儀なくさ

れている地域の実態から伺えるのは、震災以前から漁家以外の集落住民も含め多世代で養

殖・沿岸漁業が成り立っていた三陸沿岸部においては、住まい、もしくは漁業のどちらか

一方のみ復旧が進んだとしても、集落での生活再建には繋がらないという地域性である。 

地域の居住・生活環境の整備、漁家以外の集落住民の回帰が進んでいない地域も多い

中、2023 年までは認められている漁家の集落外での居住を認める漁業権保有に関する震災

特例措置は今後も継続されるであろう。大船渡東部（第 4 章）のように、市街地部から比

較的近く、漁業従事の負担と生活上の利便性の高さのバランスがとれる漁業集落において

は、今後も通い漁業が継続されていくと予想される。また、雄勝半島のように市街地部か

ら遠く、通い漁業の負担が大きい地域においても、漁家の集落への回帰を急いではならな

い。高齢の従事者も多く、今後数年で廃業する漁家の存在も想定され、住民の大幅な減

少、それに伴う生活上の利便性の低下が著しい中、将来の廃業後の地域での生活は見通せ

ない状況にある。漁家のみでの集落への回帰は、持続的な漁業・集落の再建とは捉えられ

ない。地域の居住・生活環境が最低限整うまでは、利便性の高い地域で生活しながらの漁

業従事を継続することで、少なくとも集落復興の土台となる地域の漁業存続を図ることは

出来る。 
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＜発災 10 年目以降の漁業集落復興について＞ 

震災後、いくつかの地域では、インターネットを活用しての水産物の新規販路開拓や、

漁業体験ツアー開催による外部との交流（第 4 章第 4 節）といった、漁業復興・集落復興

を図る新たな試みが継続して行なわれている。これらの活動は、震災以前からの漁協を中

心とした漁業経営以外の漁業のあり方を模索しているという意味で、三陸沿岸部に限らず

日本全体の漁業のかたちを変える可能性を持っており、集落復興を進める重要な要素とな

り得る。しかし、震災直後は復興ブームの中、同様の活動が多数みられたが、発災から 11

年が過ぎ、その規模は三陸沿岸部全体でみると散見される程度となっている。 

今後、これらの活動をどう継続、広めていき、沿岸部全体の漁業と集落の復興を進めて

いくのか。三陸沿岸部の漁業集落ごとの多様な地域性を考えると、実践事例をそのまま他

の地域へ応用できることは想定しづらいが、少なくとも発災後 10 年間で、水産物の新規

販路開拓や、外部からの来訪者の呼込みといった、共通する手法は明らかになっている。

まずは、若い就業者や経営状態が良好な経営体が比較的多く存在し、活動を行なう余裕の

ある地域を抽出し、実践していくことが想定される中、活動の継続要件等に関する知見は

一度整理・把握していく必要がある。 

同時に、今後それらの活動が継続され、外部との恒久的な交流、更には持続的な漁業、

集落存続と繋げていくには、住まいや漁業について、外部からの新規移住・参入がしやす

い仕組みに一層変えていくことも求められる。 
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5-3 研究の今後の展望 

 

東日本大震災の津波被災漁業集落の復興に関する研究において、今後求められる手法、

検討すべき課題、更には南海トラフ地震等、将来、大規模津波災害の発生が予想される日

本の沿岸部の漁業集落計画に関する考察を述べる。 

 

＜震災前後の漁業集落実態の比較分析・センサスデータを用いた分析手法について＞ 

本研究では、東日本大震災の津波被災漁業集落の漁業実態・集落実態について、その震

災前後の変化に着目し、比較・分析したことにより、震災を経て三陸沿岸部の漁業集落か

ら失われてしまったものを明瞭に把握することが出来た。将来の津波災害後においても、

震災以前の漁業集落の姿を丁寧に捉え、集落復興において取り戻すべき、立て直すべき住

民の暮らし方や漁業の営み方を的確に把握することが、よりよい復興に繋がると考える。 

また、本研究では、漁業センサスデータを用いた漁業実態に関する広域・相対的な分析

を行ない、集落それぞれで、震災以前から抱える課題の深刻さ、それに伴い震災後の漁業

の継続状況も異なることを明らかにした。全国共通の統計指標であるセンサスデータか

ら、東日本大震災の被災地域の実態把握を進めることで得られる知見は、将来、同様の津

波災害が予想される日本の沿岸部の地域計画にも応用できると考える。被災沿岸部の復興

について俯瞰的・大局的に考察し、集落ごとの地域性・集落再建の進捗の違いを継続的に

把握することも、より丁寧な集落復興を進める上で重要である。 

当然、センサスデータの分析のみでは、多種多様な文化・生活形態を有する漁業集落部

について、把握できない事実も想定されるが、現地参与観察等を通じた実態の把握を同時

に進め、より精度の高い分析を行ない、居住地の再建状況等も合わせた考察を進めていく

ことは出来る。 

現在日本においては、その集計作業の負担から、農林業センサスにおいて統計項目の削

減等が議論されているが、統計全体を一度見直し、より有益な情報が得られる統計へと変

えていく契機とも捉えられる。漁業センサスにおいては、漁業体験会といった漁業の普及

活動に関する統計項目は一部みられるものの、本研究において述べた、インターネットを

活用しての水産物の新規販路開拓や、漁業体験ツアー開催による外部との交流人口の獲得

といった、漁業だけでなく地域の活性化をも目的とした新たな試みを示す指標は無い。「5

章-2 節：総合的な考察」において述べたように、これらの活動が今後日本の漁業のあり方

を変える可能性を秘めている中、センサス統計においても、その実態を把握できるように

することは重要であると考える。 
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＜過疎高齢化が著しい地域の復興のあり方について＞ 

本研究において述べた、津波被災集落における住まいや漁業に関する様々な課題の多く

は、震災以前から地域に存在した課題と言える。震災後の被災自治体の復興計画におい

て、震災以前の地域の姿に戻す「復旧」ではなく、震災以前の課題解決も含めた「復興」

を目指す姿勢が示されたのは、その認識の表れと言えるだろう。今後、日本全体が同様の

課題と向き合わなければならないという意味で、三陸の被災沿岸部は課題先進地と言え、

その復興過程における問題点は、将来の日本全体の地域計画にも通じる。  

そのうえで改めて考えなければならないのは、過疎高齢化が著しい地域の復興のあり方

である。東日本大震災以降の復興では、震災以前の姿ではなく、多くの若い世代が集落に

居住し漁業も栄えていた時代の賑わいを、沿岸部全体で取り戻すことを目的とした計画が

描かれ、過去に類をみない規模のハード面での復興事業が進められた。 

しかし、震災から 10 年以上が経過し、復興事業の長期化により、集落住民が流出、巨

大防潮堤は建設されたものの、その背後には集落そのものが既に存在していない地域をみ

ると、その方針は復興過程のどこかで一度立ち止まって検討すべきであったのではと考え

てしまう。当然、災害からの安全確保についての議論もある。しかしこれは、三陸沿岸部

だけでなく、既に同様の課題に直面する地域も多く存在する日本全体の漁業集落計画に関

わる課題である。急激な人口減少が続く地域の全てを何としてでも存続することが、その

地域で暮らす住民が求める地域計画なのか。次に起こる津波災害からの復興においては、

新たな計画手法の実践が求められ、少なくとも、災害直後に策定された復興計画を途中で

見直し、修正出来る仕組みを取り入れなければならない。 
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